
議案第３７４号 

 

 

大田市市長、副市長及び教育長の給与の特例に関する条例制定

について 

 

 

大田市市長、副市長及び教育長の給与の特例に関する条例を、別紙 

 

のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号                      

   大田市市長、副市長及び教育長の給与の特例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、市長、副市長及び教育長の給与の特例に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（市長の給与に関する特例） 

第２条 令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの間（以下

「特例期間」という。）における市長の給料月額は、大田市市長、

副市長及び教育長の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４

５号。以下「特別職給与条例」という。）第２条の規定にかかわら

ず、同条に規定する額から当該額の１００分の２０に相当する額を

減じて得た額とする。  

（副市長の給与に関する特例） 

第３条 特例期間における副市長の給料月額は、特別職給与条例第２

条の規定にかかわらず、同条に規定する額から当該額の１００分の

１５に相当する額を減じて得た額とする。 

 （教育長の給与に関する特例） 

第４条 特例期間における教育長の給料月額は、特別職給与条例第２

条の規定にかかわらず、同条に規定する額から当該額の１００分の

１０に相当する額を減じて得た額とする。 

 （市長、副市長及び教育長の期末手当の適用除外） 

第５条 前３条の規定は、特別職給与条例第３条に規定する期末手当

の額の算出の基礎となる給料月額については、適用しない。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。      

２ この条例の施行の際現に在職する市長が、令和７年４月１日から

同年１０月２９日までの間において引き続き在職する場合にあって

は、第２条中「１００分の２０」とあるのは、「１００分の３０」

とする。 

３ この条例は、令和１２年３月３１日限り、その効力を失う。   
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大田市市長、副市長及び教育長の給与の特例に関する 

条例制定に関する説明資料 

 

 

１ 制定の理由 

 

  新庁舎建設に係る財源確保に向け、市長、副市長及び教育長の給

与の減額を実施するため、「大田市市長、副市長及び教育長の給与

に関する条例」の特例を定めるもの。 

 

 

２ 制定の内容 

 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの間、市長の給

料月額を２０％、副市長の給料月額を１５％、教育長の給料月額を

１０％減額するもの。 

  

３ 施行期日等 

 

⑴ 令和７年４月１日から施行する。 

⑵ この条例の施行の際現に在職する市長が、令和７年４月１日か

ら同年１０月２９日までの間において引き続き在職する場合にあ

っては、市長の給料月額の減額率を３０％とする。 

⑶ この条例は、令和１２年３月３１日限り、その効力を失う。 
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議案第３７５号 

 

 

大田市職員の給与の特例に関する条例制定について 

 

 

大田市職員の給与の特例に関する条例を、別紙のとおり制定するも 

 

のとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市職員の給与の特例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、職員の給与の特例に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 （職員の給与の特例） 

第２条 令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの間におけ

る大田市職員の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４８号。

以下「給与条例」という。）第３条第１項に規定する行政職給料表

の適用を受ける職員の給料月額は、給与条例第３条及び第４条（以

下「給与条例第３条等」という。）の規定にかかわらず、給与条例

第３条等の規定により定める額から、当該額に次の表の級欄に対応

する同表の割合欄に定める割合を乗じて得た額（その額に１００円

未満の端数があるときは、当該額から当該端数を切り捨てた額）を

減じた額とする。ただし、地域手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、期末手当及び勤勉手当の算出の基礎となる給料

月額は、給与条例第３条等の規定により定められる額とする。 

級 割合 
３  １００分の２ 
４  １００分の３ 
５  １００分の４ 
６  １００分の６ 
７  １００分の７ 

 （企業職員の給与の特例） 

第３条 令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの間におけ

る大田市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１

７年大田市条例第２１５号）第２条第１項の適用を受ける職員の給

料月額は、前条の例による。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例は、令和１２年３月３１日限り、その効力を失う。 
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大田市職員の給与の特例に関する条例制定に関する説明資料 

 

 

１ 制定の理由 

 

  新庁舎建設に係る財源確保に向け、職員給与の減額を実施するた

め、「大田市職員の給与に関する条例」及び「大田市水道企業職員

の給与の種類及び基準を定める条例」の特例を定めるもの。 

 

 

２ 制定の内容 

 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの間、行政職給

料表の適用を受ける職員の給料月額を表のとおり減額するもの。 

職員の級 減額割合 

１級（主事級）     ０％ 

２級（副主任級）    ０％ 

３級（主任級）     ２％ 

４級（係長級）     ３％ 

５級（課長補佐級）   ４％ 

６級（課長級）    ６％ 

７級（部長級）    ７％ 

 

 

３ 施行期日等 

  

 ⑴ 令和７年４月１日から施行する。 

 ⑵ この条例は、令和１２年３月３１日限り、その効力を失う。 
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議案第３７６号 

 

 

大田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部

を改正する条例制定について 

 

 

大田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

 

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する 

 

条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部

を改正する条例 

大田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年大田

市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

３ 市長 大田市子ども医療費助成条例（平成１７年大田市条例第１

０９号）による子どもの医療費助成に関する事務であって

規則で定めるもの 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 大田市福祉医療費助成条例

による福祉医療費助成に関

する事務であって規則で定

めるもの 

⑴ 地方税関係情報（行政

手続における特定の個人

を識別するための番号の

利用等に関する法律第１

９条第８号に基づく利用

特定個人情報の提供に関

する命令（令和６年デジ

タル庁・総務省令第９

号。以下「命令」とい

う。）第２条の表に規定

する地方税関係情報をい

う。） 

⑵ 住民票関係情報（命令

第２条の表に規定する住
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民票関係情報をいう。） 

⑶ 生活保護関係情報（命

令第２条の表に規定する

生活保護関係情報をい

う。） 

⑷ 中国残留邦人等支援給

付関係情報（命令第２条

の表に規定する中国残留

邦人等支援給付関係情報

をいう。） 

⑸ 外国人生活保護関係情

報（命令第２条の表１６

１の項第４欄に掲げる特

定個人情報をいう。） 

⑹ 都道府県知事又は政令

指定都市の長が交付する

療育手帳（知的障害者の

福祉の充実を図るため、

児童相談所又は知的障害

者更生相談所において知

的障害と判定された者に

対して支給される手帳

で、その者の障害の程度

その他の事項の記載があ

るものをいう。）に関す

る情報 
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⑺ 身体障害者福祉法（昭

和２４年法律第２８３

号）による身体障害者手

帳に関する情報 

⑻ 精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３

号）による精神障害者保

健福祉手帳に関する情報 

⑼ 医療保険給付関係情報

（命令第２条の表に規定

する医療保険給付関係情

報をいう。） 

２ 市長 生活保護法に準じて行う生

活に困窮する外国人に対す

る保護の決定及び実施又は

徴収金の徴収に関する事務

であって規則で定めるもの 

命令第２条の表４２の項第

４欄に掲げる特定個人情報

であって規則で定めるもの 

３ 市長 大田市子ども医療費助成条

例による子どもの医療費助

成に関する事務であって規

則で定めるもの 

⑴ 医療保険給付関係情報 

⑵ 生活保護関係情報 

⑶ 外国人生活保護関係情

報 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部

改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

大田市福祉医療費助成条例による福祉医療費助成事業及び大田市

子ども医療費助成条例による子どもの医療費助成事業の資格証の交

付に関する申請の受理等に係る事務において、個人番号の利用を可

能とするため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

大田市福祉医療費助成条例による福祉医療費助成事業及び大田市

子ども医療費助成条例による子どもの医療費助成事業の資格証の交

付に関する申請の受理等に係る事務に関して、個人番号の利用がで

きることとする。 

（別表第１及び別表第２） 

 

３ 施行期日 

 

  公布の日から施行する。 
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議案第３７７号 

 

 

大田市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例制定に

ついて 

 

 

大田市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を、別紙の 

 

とおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（大田市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 大田市職員の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４

８号）の一部を次のように改正する。 

第１９条の２第３号及び第４号、第１９条の３第１項第１号及び

第３項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（大田市消防団員の定員、任免、給与及び服務等に関する条例の一

部改正） 

第２条 大田市消防団員の定員、任免、給与及び服務等に関する条例

（平成１７年大田市条例第２２５号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一

部改正） 

第３条 大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

（平成１７年大田市条例第２２７号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （大田市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２条 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関す

る法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施行前に犯した

禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をさ

れた者は、第１条の規定による改正後の大田市職員の給与に関する

条例第１９条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項

（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が

定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 
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大田市職員の給与に関する条例等の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

 刑法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

  各条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（大田市職員の給与に関する条例、大田市消防団員の定員、任免、給

与及び服務等に関する条例、大田市非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例） 

 

３ 施行期日 

 

令和７年６月１日から施行する。 
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議案第３７８号 

 

 

大田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

 

 

大田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する 

 

条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正

する条例 

大田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２８年大田

市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第４条第４項を削り、同条第５項中「、第３項」を「及び前項」に

改め、「及び前項の規定による特定任期付職員業績手当の支給」を削

り、同項を同条第４項とする。 

第５条第１項中「第８条、第８条の３、第１２条から第１４条まで

及び第２０条」を「第８条の３及び第１２条から第１４条まで」に、

「、第１３条から第１５条まで及び第２０条」を「及び第１３条から

第１５条まで」に改め、同条第２項中「及び第１９条」を「、第１９

条及び第２０条」に、「「１００分の１７２．５」」を「「１００分

の９５」と、職員給与条例第２０条第２項中「１００分の１０５」と

あるのは「１００分の８７．５」」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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大田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正に

関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

人事院勧告及び一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る法律の改正を踏まえ、特定任期付職員業績手当を廃止するととも

に、勤勉手当を支給し、及び期末手当の支給月数を引き下げるため、

所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 特定任期付職員業績手当の廃止 

   手当を支給する旨定めている規定を廃止する。 

（第４条） 

 

⑵ 勤勉手当に関する規定の追加 

（単位：月分） 

６月 １２月 計 

０．８７５ ０．８７５ １．７５ 

（第５条） 

 

⑶ 期末手当の支給月数の改定 

年間支給月数 

3.45月分 → 1.9月分（1.55月減） 

（単位：月分） 

 ６月 １２月 計 

改定前 １．７２５ １．７２５ ３．４５ 

改定後 ０．９５ ０．９５ １．９ 

（第５条） 
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３ 施行期日 

 

令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３７９号 

 

 

大田市職員の勤務時間に関する条例の一部を改正する条例制定

について 

 

 

大田市職員の勤務時間に関する条例の一部を改正する条例を、別紙 

 

のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市職員の勤務時間に関する条例の一部を改正する条例 

大田市職員の勤務時間に関する条例（平成１７年大田市条例第３５

号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達

するまでの子」に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子

のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、

」を「並びに第２項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間

外勤務制限開始日とする改正後の大田市職員の勤務時間に関する条

例第１０条第２項の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に

達するまでの子を養育するために行うものに限る。）を行おうとす

る職員は、施行日前においても、規則の定めるところにより、当該

請求を行うことができる。 
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大田市職員の勤務時間に関する条例の一部改正に関する説明資

料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律」の一部改正を踏まえ、仕事と育児、介護との両立支援

及び柔軟な働き方を一層推進するため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

深夜勤務及び時間外勤務の免除の対象となる養育する子の範囲を

「３歳未満の子」から「小学校就学前の子」に拡大する。 

（第１０条） 

 

３ 施行期日 

 

 令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３８０号 

 

 

大田市職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

 

 

大田市職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例を、 

 

別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

大田市職員の休日及び休暇に関する条例（平成１７年大田市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「（配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）」

を、「定める者」の次に「（第１２条の３第１項において「配偶者等

」という。）」を加える。 

第１２条の２の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認

等） 

第１２条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要

とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕

事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条にお

いて「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせると

ともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条において

「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談

その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属す

る年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、職員が第１項の規定による申出をしたことを理由と

して、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなけ

ればならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１２条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等

が円滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

⑴ 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

⑵ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

⑶ その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置  
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附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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大田市職員の休日及び休暇に関する条例の一部改正に関する説

明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律」の一部改正を踏まえ、仕事と育児、介護との両立支援

及び柔軟な働き方を一層推進するため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

⑴ 介護休暇の取得対象として定める「配偶者」に、届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を加える。 

（第１２条） 

 

⑵ 介護離職防止のため、仕事と介護の両立支援制度に関する周知

や請求手続の円滑化、職員の意向確認などの措置に関して規定す

る。 

（第１２条の３、第１２条の４） 

 

３ 施行期日 

 

令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３８１号 

 

 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

 

 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を、別紙のと 

 

おり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

大田市職員の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４８号）

の一部を次のように改正する。 

第７条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（扶養手当）」

を付し、同条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号か

ら第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条第３項を次のように改める。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項におい

て「扶養親族たる子」という。）については１人につき１３，００

０円、前項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族に

ついては１人につき６，５００円とする。 

第７条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、「特定

期間」を「当該期間」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額

の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。  

第８条を次のように改める。 

第８条 削除 

第８条の２第２項第３号中「１００分の１５」を「１００分の１２

」に改め、同項第４号中「１００分の１２」を「１００分の８」に改

め、同項第５号中「１００分の１０」を「１００分の４」に改め、同

項第６号及び第７号を削る。 

第８条の３第１項第２号中「配偶者」の次に「（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において同じ。）」

を加える。 

第９条の２第３項中「国家公務員、他の地方公共団体の公務員その

他規則で定める者から引き続き給料表の適用を受ける職員となり、こ

れ」を「新たに給料表の適用を受ける職員となったこと」に改め、「

（任用の事情等を考慮して規則で定める職員に限る。）」を削る。 

第１８条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条

第２項中「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０時から翌

日の」に改め、「の間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。

-27-



）」を加え、「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第３項中「

各号に定める額」の次に「（前２項に規定する勤務に従事する時間を

考慮して規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００分

の１５０を乗じて得た額）」を加え、同項第１号中「（同項の勤務に

従事する時間等を考慮して規則で定める勤務にあっては、その額に１

００分の１５０を乗じて得た額）」を削る。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

行政職給料表 

職員の

区分 

級 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200 

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300 

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500 

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000 
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19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500 

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100 

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500 

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000 

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100 

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800 

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300 

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600 

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700  

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000  

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300  
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49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500  

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800  

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100  

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400  

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600  

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900  

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200  

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500  

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700  

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000  

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300  

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500  

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700  

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000  

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300  

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500  

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700  

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000  

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300  

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500  

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700  

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000  

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300  

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500  

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700  

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500   

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800   

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000   

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200   

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500   
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79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800   

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000   

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200   

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500   

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800   

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000   

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200   

86 256,000 297,100 346,000     

87 256,300 297,400 346,400     

88 256,600 297,700 346,800     

89 256,900 298,000 347,000     

90 257,200 298,300 347,400     

91 257,500 298,600 347,800     

92 257,800 299,000 348,200     

93 258,100 299,200 348,400     

94   299,400 348,800     

95   299,700 349,200     

96   300,100 349,500     

97   300,300 349,800     

98   300,600 350,200     

99   301,000 350,600     

100   301,400 351,000     

101   301,600 351,500     

102   301,900 351,900     

103   302,200 352,300     

104   302,500 352,700     

105   302,700 353,200     

106   303,000 353,600     

107   303,300 353,900     

108   303,600 354,200     
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109   303,800 354,700     

110   304,200          

111   304,600          

112   304,900          

113   305,100          

114   305,300           

115   305,600           

116   306,000           

117   306,200           

118   306,400           

119   306,700           

120   307,000           

121   307,400           

122   307,600           

123   307,900           

124   308,200           

125   308,500           

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

円

192,000 

円

219,500 

円

260,000 

円

279,700 

円

294,900 

円

320,600 

円

362,700 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（号給の切替え） 

第２条 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日におい

て大田市職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）別

表第１の給料表の適用を受けていた職員であって同日においてその

者が属していた職務の級が附則別表に掲げられている職務の級であ

-32-



ったものの切替日における号給（次条及び同表において「新号給」

という。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級

及び同日においてその者が受けていた号給（同表において「旧号給

」という。）に応じて同表に定める号給とする。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

第３条 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定

めるこれに準ずるものをした職員の新号給については、その者が切

替日において当該異動又は当該準ずるものをしたものとした場合と

の権衡上必要と認められる限度において、市長の定めるところによ

り、必要な調整を行うことができる。 

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置  

） 

第４条 切替日から令和８年３月３１日までの間におけるこの条例に

よる改正後の給与条例（以下「改正後給与条例」という。）第７条

の規定の適用については、同条第２項中「⑸ 重度心身障害者」と

あるのは 

「⑸ 重度心身障害者 

⑹ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある  

者を含む。）」 

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円

」と、「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族に

ついては３，０００円とする」とする。 

（単身赴任手当に関する経過措置） 

第５条 改正後給与条例第９条の２第３項の規定は、切替日前に新た

に給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

（その他の経過措置の規則への委任） 

第６条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この条例の施

行に関し必要な経過措置は、規則で定める。 

附則別表（附則第２条関係） 

号給の切替表 

 行政職給料表の適用を受ける職員の新号給 
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旧号給 
新   号   給 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ １ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ １ 

７ ３ １ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ １ 

10 ６ ２ ２ １ １ 

11 ７ ３ ３ １ １ 

12 ８ ４ ４ １ １ 

13 ９ ５ ５ １ １ 

14 10 ６ ６ ２ １ 

15 11 ７ ７ ３ １ 

16 12 ８ ８ ４ １ 

17 13 ９ ９ ５ １ 

18 14 10 10 ６ ２ 

19 15 11 11 ７ ３ 

20 16 12 12 ８ ４ 

21 17 13 13 ９ ５ 

22 18 14 14 10 ６ 

23 19 15 15 11 ７ 

24 20 16 16 12 ８ 

25 21 17 17 13 ９ 

26 22 18 18 14 10 

27 23 19 19 15 11 

28 24 20 20 16 12 
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29 25 21 21 17 13 

30 26 22 22 18 14 

31 27 23 23 19 15 

32 28 24 24 20 16 

33 29 25 25 21 17 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 19 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 21 

38 34 30 30 26 22 

39 35 31 31 27 23 

40 36 32 32 28 24 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 31 27 

44 40 36 36 32 28 

45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 31 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 

50 46 42 42 38 34 

51 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 51 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 

58 54 50 50 46 42 
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59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 

61 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50   

63 59 55 55 51   

64 60 56 56 52   

65 61 57 57 53   

66 62 58 58 54   

67 63 59 59 55   

68 64 60 60 56   

69 65 61 61 57   

70 66 62 62 58   

71 67 63 63 59   

72 68 64 64 60   

73 69 65 65 61   

74 70 66 66 62   

75 71 67 67 63   

76 72 68 68 64   

77 73 69 69 65   

78 74 70 70 66   

79 75 71 71 67   

80 76 72 72 68   

81 77 73 73 69   

82 78 74 74 70   

83 79 75 75 71   

84 80 76 76 72   

85 81 77 77 73   

86 82 78 78     

87 83 79 79     

88 84 80 80     
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89 85 81 81     

90 86 82 82     

91 87 83 83     

92 88 84 84     

93 89 85 85     

94 90         

95 91         

96 92         

97 93         

98 94         

99 95         

100 96         

101 97         

102 98         

103 99         

104 100         

105 101         

106 102         

107 103         

108 104         

109 105         

110 106         

111 107         

112 108         

113 109         
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大田市職員の給与に関する条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

人事院勧告及び一般職の職員の給与に関する法律の改正を踏まえ、

所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 扶養手当 

   配偶者に係る手当を段階的に廃止し、子に係る手当を段階的に

増額する。 

 現行 令和７年度 令和８年度以降 

配 偶 者 6,500円 3,000円 

（届出をしな

いが事実上婚

姻関係と同様

の事情にある

者を含む。） 

0円 

子 10,000円 11,500円 13,000円 

（第７条） 

 

⑵ 地域手当 

   級地の区分及び支給割合を以下のとおり改定する。 

 現行 改定後 

１級地 100分の20 100分の20 

２級地 100分の16 100分の16 

３級地 100分の15 100分の12 

４級地 100分の12 100分の8 

５級地 100分の10 100分の4 

６級地 100分の6 廃止 
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７級地 100分の3 廃止 

（第８条の２） 

⑶ 住居手当 

住居手当の支給対象として定める「配偶者」に、届出をしない 

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を加え、その者が居住す

る住宅の家賃を支払っている場合も対象とする。 

（第８条の３） 

⑷ 単身赴任手当 

採用時において、単身赴任を余儀なくされる職員に対して手当

を支給することができるよう、支給対象を拡大する。 

（第９条の２） 

⑸ 管理職員特別勤務手当 

   管理職員が災害対応や緊急の必要により、正規の勤務時間以外 

の時間に勤務をした場合において、勤務実態に応じた適切な処遇

を確保するため、平日深夜に係る支給対象の時間帯を拡大する。 

 現行 改定後 

時間帯 午前０時から午前５時

まで 

午後１０時から翌日の午前

５時まで 

（第１８条の２） 

 

⑹ 令和７年４月１日以降の給料表の改定 

   行政職給料表について、若手・中堅職員の早期昇格時や民間人 

材等の採用時の給与を改善するため、３級～７級の各級の初号の

給料月額を引き上げる。 

 

３ 施行期日 

 

 令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３８２号 

 

 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年大田市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項第２号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（厚生労働省

令）」の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

栄養士法が改正され、従前、管理栄養士国家試験は、栄養士の免

許を受けた者でなければ受けることができなかったところ、改正後

においては、管理栄養士養成施設卒業者については栄養士免許の取

得が不要となったことを踏まえ、家庭的保育事業所等に関する要件

として「栄養士」の配置を求めていた規定について、栄養士免許を

有さない管理栄養士を配置した場合についても同要件を満たすこと

ができることとする。 

（第１６条） 

 

３ 施行期日 

 

令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３８３号 

 

 

大田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める 

 

条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

大田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める

条例（平成２７年大田市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「第１４０条の６６第１号ロ⑵」を「第１４０条の

６６第１号イ」に改める。 

第４条第１項中「職員の員数」を「職員及びその員数（地域包括支

援センター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援センタ

ーの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法

（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支

援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することによ

り、当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換

算する方法をいう。）によることができる。次項において同じ。）」

に改め、同条第２項各号列記以外の部分中「前項」を「第１項」に、

「１の」を「一の」に改め、同項第１号及び第２号中「前項第１号か

ら第３号までに」を「第１項各号」に改め、同項第３号中「前項第１

号」を「第１項第１号」に、「前項第２号」を「同項第２号」に改め、

同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地

域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数

の地域包括支援センターが担当する区域を一の区域として、当該区

域内の第１号被保険者の数について、おおむね３，０００人以上６，

０００人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数

の地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の

地域包括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。

この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに置く

べき常勤の職員及びその員数は、同項各号に掲げる者のうちから２

人とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

 ⑴ 引用条項の変更 

   引用条項の変更に伴い、「第１４０条の６６第１号ロ⑵」を

「第１４０条の６６第１号イ」に改める。 

（第３条） 

 

 ⑵ 地域包括支援センターの職員配置基準の緩和 

省令で定める地域包括支援センターの職員配置基準の緩和に伴

い、地域包括支援センター運営協議会が必要と認める場合には、

常勤換算方法により配置基準を満たすことを可能とする。 

   また、複数のセンター全体で必要な職員が配置されていればよ 

いこととし、個々のセンターには必ずしも３職種（保健師、社会

福祉士、主任介護支援専門員）の全てを配置しなくてもよく、こ

の場合についても、常勤換算方法により配置基準を満たすことを

可能とする。 

  （第４条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３８４号 

 

 

大田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す 

 

る基準等を定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定す 

 

るものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

-46-



大田市条例第  号 

大田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

大田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例（平成２４年大田市条例第３９号）の一部を次

のように改正する。 

第３条の７第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこと

ができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第１８３条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」

に改める。 

第１８３条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

-47-



大田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準（厚生労働省令）」の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」について、

媒体の種類を示さない形の「電磁的記録媒体」に改め、文言の適正

化を図る。 

（第３条の７、第１８３条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３８５号 

 

 

大田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例制定について 

 

 

大田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運 

 

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効 

 

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例 

大田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年大田市条

例第４０号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第９０条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め

る。 

第９０条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（厚生労働省令）」の一部改正に伴

い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」について、

媒体の種類を示さない形の「電磁的記録媒体」に改め、文言の適正

化を図る。 

（第１１条、第９０条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３８６号 

 

 

大田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等 

 

を定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものと 

 

する。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

大田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成２７年大田市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

第７条第４項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことがで

きる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第３６条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め

る。 

第１５条第１号中「第１４０条の６６第１号ロ⑵」を「第１４０条

の６６第１号イ」に改める。 

第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（

厚生労働省令）」の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

⑴ 「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」につ

いて、媒体の種類を示さない形の「電磁的記録媒体」に改め、文

言の適正化を図る。 

（第７条、第３６条） 

 

⑵ 引用条項の変更に伴い、「第１４０条の６６第１号ロ⑵」を

「第１４０条の６６第１号イ」に改める。 

（第１５条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３８７号 

 

 

大田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を 

 

定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとす 

 

る。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例 

大田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（平成３０年大田市条例第２号）の一部を次のように改正

する。 

第４条第５項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことがで

きる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第３１条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め

る。 

第３１条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（厚生

労働省令）」の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」について、

媒体の種類を示さない形の「電磁的記録媒体」に改め、文言の適正

化を図る。 

（第４条、第３１条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３８８号 

 

 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制 

 

定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

大田市国民健康保険条例（平成１７年大田市条例第１１８号）の一

部を次のように改正する。 

第１２条の６中「６５万円」を「６６万円」に改める。 

第１２条の６の１２中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

第１５条の２第１項中「６５万円」を「６６万円」に改め、同項第

２号中「２９５，０００円」を「３０５，０００円」に改め、同項第

３号中「５４５，０００円」を「５６万円」に改め、同条第３項中「

６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に改め、

同条第４項中「６５万円」を「６６万円」に改める。 

第１５条の５第１項中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第

３項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」

に改め、同条第４項及び第５項中「６５万円」を「６６万円」に改め、

同条第７項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６

万円」に改め、同条第８項中「６５万円」を「６６万円」に改める。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市国民健康保険条例の規定は、令和

７年度以後の年度分の保険料について適用し、令和６年度以前の年

度分の保険料については、なお従前の例による。 

-59-



大田市国民健康保険条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 保険料の基礎分及び後期高齢者支援金分に係る賦課限度額を引

き上げる。 

区 分 
保険料の賦課限度額 

現 行 改正後 

基礎分 ６５万円 ６６万円 

後期高齢者支援金分 ２４万円 ２６万円 

介護納付金分 １７万円 

（第１２条の６、第１２条の６の１２） 

 

⑵ 保険料の軽減判定の基準を緩和する。 

区 分 
被保険者及び世帯主の総所得金額と比較する基準 

現 行 改正後 

７割軽減 
43万円＋ 

10万円×（給与所得者等の数－1） 

５割軽減 

43万円＋29.5万円×（被

保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10万円×（

給与所得者等の数－1） 

43万円＋30.5万円×（被

保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10万円×（

給与所得者等の数－1） 

２割軽減 

43万円＋54.5万円×（被

保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10万円×（

給与所得者等の数－1） 

43万円＋56万円×（被保

険者数＋特定同一世帯所

属者数）＋10万円×（給

与所得者等の数－1） 

（第１５条の２） 
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３ 施行期日等 

⑴ 令和７年４月１日から施行する。 

⑵ 改正後の賦課限度額及び軽減判定基準の規定は、令和７年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和６年度分までの保険料

については、なお従前の例による。 
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議案第３８９号 

 

 

大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制 

 

定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

-62-



大田市条例第  号 

大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例 

大田市企業立地奨励条例（平成１７年大田市条例第１７９号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第１４号を第１５号とし、第１３号を第１４号とし、第１

２号を第１３号とし、同号の前に次の１号を加える。 

⑿ 施設整備助成金 認定企業が事業の用に供する建物の整備費用

に対する助成金をいう。 

 別表を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

助 成

金 の

種類 

対象者 申請時

の増加

常用従

業員数 

助成金の額 限度額 助成

対象

期間 

投 資

助 成

金 

第４条第３

項第２号ア

に掲げる事

業を営む認

定企業 

３人～

４人 

投下固定資本

額に０．１０

を乗じて得た

額 

投 資 助 成 金

と 雇 用 助 成

金 の 合 計 額

５ ， ０ ０ ０

万円 

操業

開始

から

３年

以内 ５人～

６人 

投下固定資本

額に０．１５

を乗じて得た

額 

７人～

９人 

投下固定資本

額に０．２０

を乗じて得た

額 

１０人

以上 

投下固定資本

額に０．２５

を乗じて得た

額 
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雇 用

助 成

金 

第４条第３

項第２号ア

に掲げる事

業を営む認

定企業 

３人以

上 

規則で定める

ところにより

算定した増加

常用従業員数

に２０万円を

乗じて得た額 

第４条第３

項第２号（

アを除く。

）に掲げる

事業を営む

認定企業 

３人以

上 

規則で定める

ところにより

算定した増加

常用従業員数

に５０万円を

乗じて得た額 

雇 用 助 成 金

と 施 設 整 備

助 成 金 の 合

計 額 ５ ， ０

０ ０ 万 円 （

う ち 、 施 設

整 備 助 成 金

は ５ ０ ０ 万

円） 

施 設

整 備

助 成

金 

第４条第３

項第２号（

アを除く。

）に掲げる

事業を営む

認定企業 

３人以

上 

当該事業の用

に供する建物

の整備にかか

る費用（消費

税及び地方消

費税相当額は

含まない。）

に０．５を乗

じて得た額 

通 信

回 線

使 用

助 成

金 

第４条第３

項第２号（

アを除く。

）に掲げる

事業を営む

認定企業 

３人以

上 

通信回線（当

該事業の用に

供された回線

数、延長又は

容量に係る部

分に限る。）

の使用料及び

通信料の額に

０．５を乗じ

１ 年 に つ き

１ ， ０ ０ ０

万円 

助成

対象

事業

開始

日か

ら８

年以

内 
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て得た額 

家 賃

等 助

成金 

第４条第３

項第２号（

アを除く。

）に掲げる

事業を営む

認定企業 

３人以

上 

当該事業の用

に供され、月

額又は年額で

契約された建

物の賃借料及

び賃貸契約に

明示された共

益費の合計額

（敷金礼金な

ど入居の際に

必要となる一

時金や共益費

のうち使用実

績により負担

額が確定する

もの並びに消

費税及び地方

消費税相当額

は含まない。

）に０．５を

乗じて得た額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市企業立地奨励条例の規定は、この

条例の施行の日以後に認定を受けた企業について適用し、同日前に

認定を受けた企業については、なお従前の例による。 
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   大田市企業立地奨励条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

大田市内へのソフト産業の進出を推進するため、助成金による支

援措置の拡充等について所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

助成金による支援措置を拡充する。 

現行 

助成金の

種類 

対象者 申 請 時 の

増 加 常 用

従業員数 

助成金の額 限度額 助成対象期

間 

雇用助成

金 

ソフト産業を

営む認定企業 

３人以上 規則で定めるところ

により算定した増加

常用従業員数に５０

万円を乗じて得た額 

５，０００

万円 

操業開始か

ら３年以内 

 

改正後 

助成金の

種類 

対象者 申 請 時 の

増 加 常 用

従業員数 

助成金の額 限度額 助成対象期

間 

雇用助成

金 

ソフト産業を

営む認定企業 

３人以上 規則で定めるところ

により算定した増加

常用従業員数に５０

万円を乗じて得た額 

雇用助成金

と施設整備

助成金の合

計額５，０

０ ０ 万 円

（うち、施

設整備助成

金は５００

万円） 

操業開始か

ら３年以内 

施設整備

助成金 

ソフト産業を

営む認定企業 

３人以上 当該事業の用に供す

る建物の整備にかか

る費用（消費税及び

地方消費税相当額は

含まない。）に０．

５を乗じて得た額 

（第２条、別表） 

 

３ 施行期日等 

公布の日から施行し、同日以後に認定を受けた企業について適用

する。 
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議案第３９０号 

 

 

大田市道の駅「ごいせ仁摩」の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例制定について 

 

 

大田市道の駅「ごいせ仁摩」の設置及び管理に関する条例の一部を 

 

改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市道の駅「ごいせ仁摩」の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例 

大田市道の駅「ごいせ仁摩」の設置及び管理に関する条例（令和３

年大田市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第７条関係） 

施設区分 開館時間 休館日 

農林水産物・特産品等販売施設 

賑わい広場 

午前９時から 

午後７時まで 

なし 

観光案内施設 午前９時から 

午後５時まで 

飲食施設 午前１１時から 

午後８時まで 

イベント施設 午前７時から 

午後１０時まで 

RV パーク 午後３時から 

翌日午前１０時まで 

多目的広場 

ドッグラン 

午前６時から 

午後７時まで 

休憩・情報発信施設 

公衆トイレ 

電気自動車充電施設 

駐車場 

終日 

 別表第２を次のように改める。 

別表第２（第８条、第１１条関係） 

施設 区分 利用単位 利用料金 

イベント施設

（放送設備を

営利目的 午前（午前９時から

正午まで） 

３，３００円 
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含む。） 午後（正午から午後

５時まで） 

５，５００円 

夜間（午後５時から

午後９時まで） 

５，６００円 

非営利目的 午前（午前９時から

正午まで） 

１，２００円 

午後（正午から午後

５時まで） 

２，０００円 

夜間（午後５時から

午後９時まで） 

２，０００円 

時間延長 １時間 各区分１時間当た

りの金額を加算 

飲食施設のう

ち加工室 

営利目的 １時間 ４００円 

非営利目的 １時間 ２００円 

急速凍結機利

用 

１時間 ６００円を加算 

真空包装機利

用 

１時間 ６００円を加算 

賑わい広場の

うち屋根通路

への出店（１

区画） 

業者による営

業 

１日 売上額の１０％又

は４，４００円の

高い額 

飲食提供 

食品販売 

（業者による

営 業 を 除

く。） 

１日 売上額の１０％又

は２，２００円の

高い額 
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農 産 品 販 売

（業者による

営 業 を 除

く。） 

１日 売上額の１５％又

は６００円の高い

額 

非営利目的 １日 無料 

上記以外 １日 売上額の５％又は

６００円の高い額 

屋根通路以外

への出店 

屋根通路出店

の各区分 

１日 各区分金額の８

０％相当額 

臨 時 駐 車 場

（駐車場用途

以外） 

営利目的 １日 １１，０００円 

非営利目的 １日 ２，２００円 

RV パ ー ク

（１台分） 

車 中 泊 料 金

（充電設備・

ゴミ処分費を

含む。） 

１泊 ２，８００円 

汚水処理・生

活用水給水設

備 

１泊 ４００円 

備品使用 折りたたみイ

ス 

１日・１０脚以下 無料 

１日・１０脚以上 

５０脚毎 

１５０円 

テント １日・１張 ２５０円 

備考 

１ 高校生以下の利用は、この表に定める額の５割相当額とする。  

２ イベント施設について、リハーサル・準備・片付けに利用する場
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合は、表に定める額の５割相当額とする。 

３ 大田市民（市内に住所を有する者及び市内に主たる活動拠点を有

する団体）以外の者が利用する場合は、この表に定める金額の２割

相当額を加算する。ただし、RV パークは除く。 

４ 「売上額」とは、利用者が得た対価の総額（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）とする。 

５ １円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

６ 利用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、利用時間が１

時間を超える場合において１時間未満の端数があるときは、これを

１時間として計算する。 

７ 利用料金の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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大田市道の駅「ごいせ仁摩」の設置及び管理に関する条例の一

部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

道の駅「ごいせ仁摩」の指定管理の更新に伴い、所要の改正を行

うもの。 

 

２ 改正の内容 

  ⑴ 休館日（火曜日、１月１日）を廃止する。 

（別表第１） 

  ⑵ 利用料金を改める。 

施設 区分 利用単位 現行 改正後 

イベ ン ト

施設 （ 放

送設 備 を

含む。） 

営利目的 午前（午前９時

から正午まで） 
3,300 円 3,300 円 

午後（正午から

午後５時まで） 
5,500 円 5,500 円 

夜間（午後５時

から午後９時ま

で） 

5,280 円 5,600 円 

非営利目的 午前（午前９時

から正午まで） 
990 円 1,200 円 

午後（正午から

午後５時まで） 
1,650 円 2,000 円 

夜間（午後５時

から午後９時ま

で） 

1,760 円 2,000 円 

時間延長 １時間 各区分１時

間当たりの

各区分１時

間当たりの
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金額を加算 金額を加算 

飲食 施 設

のう ち 加

工室 

営利目的 １時間 330 円 400 円 

非営利目的 １時間 110 円 200 円 

急速凍結機

利用 

１時間 550 円を加

算 

600 円を加

算 

真空包装機

利用 

１時間 550 円を加

算 

600 円を加

算 

賑わ い 広

場の う ち

屋根 通 路

への 出 店

（ １ 区

画） 

業者による

営業 

１日 売上額の

10％又は

4,400 円の

高い額 

売上額の

10％又は

4,400 円の

高い額 

飲食提供 

食品販売 

（業者によ

る営業を除

く。） 

１日 
売上額の

10％又は

2,200 円の

高い額 

売上額の

10％又は

2,200 円の

高い額 

農産品販売

（業者によ

る営業を除

く。） 

１日 売上額の

15％又は

550 円の高

い額 

売上額の

15％又は

600 円の高

い額 

非営利目的 １日 無料 無料 

上記以外 １日 売上額の

5％又は 550

円の高い額 

売上額の

5％又は 600

円の高い額 

屋根 通 路

以外 へ の

出店 

屋根通路出

店の各区分 

１日 各区分金額

の 80％相当

額 

各区分金額

の 80％相当

額 

臨時 駐 車

場（ 駐 車

場用 途 以

営利目的 １日 11,000 円 11,000 円 

非営利目的 １日 
2,200 円 2,200 円 
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外） 

RV パーク

（ １ 台

分） 

車中泊料金

（ 充 電 設

備・ゴミ処

分 費 を 含

む。） 

１泊 

2,750 円 2,800 円 

汚水処理・

生活用水給

水設備 

１泊 

330 円 400 円 

備品使用 折りたたみ

イス 

１日・１０脚以

下 
無料 無料 

１日・１０脚以

上 

５０脚毎 

110 円 150 円 

テント １日・１張 220 円 250 円 

（別表第２） 

 

３ 施行期日 

令和８年４月１日から施行する。 
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議案第３９１号 

 

 

大田市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基 

 

準を定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するもの 

 

とする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

大田市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基

準を定める条例（平成２４年大田市条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第６号中「第２１条」を「第２２条」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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大田市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す

る基準を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の

一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

引用条項の移動に伴い、「第２１条」を「第２２条」に改める。 

（第４条） 

 

３ 施行期日 

 

令和７年６月１日から施行する。 
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議案第３９２号 

 

 

大田市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市手数料条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定する 

 

ものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 大田市手数料条例（平成１７年大田市条例第５８号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第４号中「別表第４の３」を「別表第４の５」に改める。  

別表第４を次のように改める。 

別表第４（第２条関係） 

建築関係 

種類 単位 金額 

１  法第６

条第１項の

規定に基づ

く確認又は

法第１８条

第３項の規

定に基づく

審査申請 

⑴ 床面積の合

計（⑵に掲げる

場合を除く。） 

３０m２以内 １件につ

き 

５，０３０円 

３０ m ２を超え

１００m２以内 

１件につ

き 

９，０５０円 

１００ m ２を超

え２００ m ２以

内 

１件につ

き 

１４，０００

円 

２００ m ２を超

え３００ m ２以

内 

１件につ

き 

１９，０００

円 

⑵ 法第８７条

の４の昇降機の

設置を含む場合 

ア 昇降機を設

置する場合（イ

に掲げる場合を

除く。） 

１基につ

き 

⑴の区分に従

い、それぞれ

当該手数料の

額に９，０３

０円を加算し

た額 

イ 確認又は審

査を受けた昇降

機の計画を変更

して昇降機を設

置する場合 

１基につ

き 

⑴の区分に従

い、それぞれ

当該手数料の

額に５，０３

０円を加算し
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た額 

２  構造計

算適合性判

定を要する

法第６条第

１項の規定

に基づく確

認又は法第

１８条第３

項の規定に

基づく審査

申請 

構造計算

の方法が

国土交通

大臣の認

定を受け

たプログ

ラムによ

るもの 

床 面

積 の

合計 

３００ m ２以内

のもの 

１件につ

き 

１の部の区分

に従い、それ

ぞれ当該手数

料の額に１６

１，０００円

を加算した額 

構造計算

の方法が

国土交通

大臣の認

定を受け

たプログ

ラム以外

のものに

よるもの 

床 面

積 の

合計 

３００ m ２以内

のもの 

１件につ

き 

１の部の区分

に従い、それ

ぞれ当該手数

料の額に２１

３，０００円

を加算した額 

３  法第８

７条の４に

おいて準用

する法第６

条第１項の

規定に基づ

く確認又は

法第１８条

第３項の規

定に基づく

審査申請 

⑴ 建築設備を設置する場合（

⑵に掲げる場合を除く。） 

１の建築

設備につ

き 

９，０３０円 

⑵ 確認又は審査を受けた建築

設備の計画の変更をして建築設

備を設置する場合 

１の建築

設備につ

き 

５，０３０円 

４  法第７⑴ 床面積の合３０m２以内 １件につ１０，０００
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条第１項の

規定に基づ

く完了検査

又は法第１

８条第２１

項の規定に

基づく検査

申請 

計（⑵に掲げる

場合を除く。） 

き 円 

３０ m ２を超え

１００m２以内 

１件につ

き 

１２，０００

円 

１００ m ２を超

え２００ m ２以

内 

１件につ

き 

１６，０００

円 

２００ m ２を超

え３００ m ２以

内 

１件につ

き 

２２，０００

円 

⑵ 完了検査を

受けようとする

建築物が、法第

７条の３第１項

の規定に基づく

中間検査を受け

た建築物又は法

第１８条第２９

項の規定に基づ

く検査を受けた

建築物である場

合（以下この表

において「中間

検査を受けた場

合」という。） 

３０㎡以内 １件につ

き 

９，０００円 

３０㎡を超え１

００㎡以内 

１件につ

き 

１１，０００

円 

１００㎡を超え

２００㎡以内 

１件につ

き 

１５，０００

円 

２００㎡を超え

３００㎡以内 

１件につ

き 

２１，０００

円 

⑶ 法第８７条の４の昇降機の

設置を含む場合 

１基につ

き 

⑴の区分(中間

検査を受けた

場合にあって

は、⑵の区分)

に従い、それ

ぞれ当該手数
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料の額に１３

，０００円を

加算した額 

５  法第７

条の３第１

項の規定に

基づく中間

検査又は法

第１８条第

２９項の規

定に基づく

検査申請 

床面積の

合計 

３０㎡以内 １件につ

き 

９，０３０円 

３０㎡を超え１００

㎡以内 

１件につ

き 

１１，０００

円 

１００㎡を超え２０

０㎡以内 

１件につ

き 

１５，０００

円 

２００㎡を超え３０

０㎡以内 

１件につ

き 

２０，０００

円 

６ 法第８７条の４において準用する法第

７条第１項の規定に基づく完了検査又は法

第１８条第２１項の規定に基づく検査申請 

１の建築

設備につ

き 

１３，０００

円 

７ 法第８８条第１項又は

第２項において準用する法

第６条第１項の規定に基づ

く確認又は法第１８条第３

項の規定に基づく審査申請 

⑴ 工作物を築

造する場合（⑵

に掲げる場合を

除く。） 

１の工作

物につき 

８，０５０円 

⑵ 確認又は審

査を受けた工作

物の計画の変更

をして工作物を

築造する場合 

１の工作

物につき 

４，０２０円 

８ 法第８８条第１項又は第２項において

準用する法第７条第１項の規定に基づく完

了検査又は法第１８条第２１項の規定に基

づく検査申請 

１の工作

物につき 

９，０５０円 

９ 法第７条の６第１項第１号若しくは第

２号又は第１８条第３８項第１号若しくは

１件につ

き 

１２０，００

０円 
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第２号（法第８７条の４又は法第８８条第

１項若しくは第２項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく検査済証の交付

を受ける前における建築物等の仮使用認定

申請 

１０ 法第４３条第２項第１号の規定に基

づく建築物の敷地と道との関係の建築の認

定申請 

１件につ

き 

２７，３００

円 

１１ 法第８５条第６項の規定に基づく仮

設興行場等の建築の許可申請 

１件につ

き 

１２０，００

０円 

１２ 法第８６条第１

項の規定に基づく１団

地の建築物(２以上の

構えを成すものにあっ

ては、総合的設計によ

って建築等をするもの

に限る。)の特例の認

定申請 

⑴ 建築物の数が２

以下である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物の数が３

以上である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円に２を超え

る建築物の数

に２８，００

０円を乗じて

得た額を加算

した額 

１３ 法第８６条第２

項の規定に基づく既存

建築物を前提とした総

合的設計による建築物

の特例の認定申請 

⑴ 建築物（既存建

築物を除く。）の数

が１である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物（既存建

築物を除く。）の数

が２以上である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円に１を超え

る建築物（既

存建築物を除

く。）の数に

２８，０００

円を乗じて得

た額を加算し
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た額 

１４ 法第８６条の２

第１項の規定に基づく

一敷地内認定建築物以

外の建築物の新築又は

一敷地内認定建築物の

増築等の認定申請 

⑴ 建築物（新築又

は増築等に係るもの

に限る。）の数が１

である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物（新築又

は増築等に係るもの

に限る。）の数が２

以上である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円に１を超え

る建築物（新

築又は増築等

に係るものに

限る。）の数

に２８，００

０円を乗じて

得た額を加算

した額 

１５ 法第８６条の５第１項の規定に基づ

く１の敷地とみなすこと等の認定又は許可

の取消し申請 

１件につ

き 

６，４８０円

に現に存する

建築物の数に

１２，０００

円を乗じて得

た額を加算し

た額 

１６ 建築基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号。以下この表において「政令」

という。）第１３７条の１２第６項の規定

に基づく建築物の敷地と道路との関係に関

する制限の適用除外となる大規模の修繕又

は大規模の模様替の認定申請 

１件につ

き 

２７，３００

円 

１７ 政令第１３７条の１２第７項の規定

に基づく建築物の道路内の建築制限の適用

１件につ

き 

２７，３００

円 

-84-



除外となる大規模の修繕又は大規模の模様

替の認定申請 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）をいう。 

２ この表の１の部の床面積の合計は、次のアからエまでに掲げる

場合の区分に応じ、当該アからエまでに定める面積について算定

する。 

ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合及び移転する場合

を除く。） 当該建築に係る部分の床面積 

イ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する

場合（移転する場合を除く。） 当該計画の変更に係る部分の

床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増

加する部分の床面積） 

ウ 建築物を移転し、その大規模の修繕又は大規模の模様替を

する場合（エに掲げる場合を除く。） 当該移転、修繕又は模

様替に係る部分の床面積の２分の１ 

エ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、

その大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合 当該計画の

変更に係る部分の床面積の２分の１ 

３ この表の２の部の床面積の合計は、構造計算適合性判定を要す

る建築物ごとに構造計算適合性判定を行う部分の床面積について

算定する。 

４ この表の４の部の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移

転した場合を除く。）にあっては、当該建築に係る部分の床面積

について算定し、建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しく

は大規模の模様替をした場合にあっては、当該移転、修繕又は模

様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。 

別表第４の２を次のように改める。 

別表第４の２（第２条関係） 

建築関係のその２ 
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種類 単位 金額 

長期優良住

宅建築等計

画の認定申

請（長期優

良住宅法第

５条第１項

か ら 第 ５

項）又は長

期優良住宅

維持保全計

画の認定申

請（同条第

６項及び第

７項） 

建築等計画の認定を受けようと

する住宅が新築しようとする一

戸建ての住宅（人の居住の用以

外の用途に供する部分を有しな

いものに限る。以下この表にお

いて同じ。）の場合 

１件につ

き 

４５，０００

円（確認書等

の提出がある

場合にあって

は、１２，０

００円） 

建築等計

画の認定

を受けよ

うとする

住宅が新

築しよう

とする共

同住宅等

（共同住

宅、長屋

その他の

一戸建て

の住宅以

外の住宅

をいう。

以下この

表におい

て 同

じ。）の

床面積の合計が３０

０m２以内のもの 

１件につ

き 

１０４，００

０円（確認書

等の提出があ

る場合にあっ

ては、２２，

０００円）を

１の共同住宅

等（区分所有

住 宅 を 除

く。）に係る

住戸について

行われる建築

等計画の認定

の 申 請 の 数

（以下「認定

申請数」とい

う。）で除し

て得た額（そ

の額に１００
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場合 円未満の端数

が あ る と き

は、これを切

り捨てた額） 

建築等計画の認定を受けようと

する住宅が増築し、若しくは改

築しようとする一戸建ての住宅

の場合又は維持保全計画の認定

を受けようとする住宅が一戸建

ての住宅の場合 

１件につ

き 

６７，０００

円（確認書等

の提出がある

場合にあって

は、１８，０

００円） 

建築等計

画の認定

を受けよ

うとする

住宅が増

築し、若

しくは改

築しよう

とする共

同住宅等

の場合又

は維持保

全計画の

認定を受

けようと

する住宅

床面積の合計が３０

０m２以内のもの 

１件につ

き 

１５７，００

０円（確認書

等の提出があ

る場合にあっ

ては、３３，

０００円）を

認定申請数で

除して得た額

（その額に１

００円未満の

端数があると

きは、これを

切 り 捨 て た

額） 

-87-



が共同住

宅等の場

合 

長期優良住

宅建築等計

画の変更の

認定申請又

は長期優良

住宅維持保

全計画の変

更の認定申

請（長期優

良住宅法第

９条第１項

の規定によ

る申請に係

るものを除

く。）（長

期優良住宅

法第８条第

１項） 

建築等計画の変更の認定を受け

ようとする住宅が新築しようと

する建築等計画の認定を受けた

一戸建ての住宅の場合 

１件につ

き 

２３，０００

円（変更後の

建築等計画に

係る確認書等

の提出がある

場合にあって

は、６，００

０円） 

建築等計

画の認定

を受けよ

うとする

住宅が新

築しよう

とする建

築等計画

の認定を

受けた共

同住宅等

の場合 

建築等計画の変更の

認定に係る住戸が属

する１の建築物の当

該建築等計画の変更

に係る部分（床面積

の増加に係る部分を

除く。）の床面積の

２分の１の面積と当

該建築等計画の変更

に係る部分のうち床

面積の増加に係る部

分の床面積との合計

が３００m２以内のも

の 

１件につ

き 

１０４，００

０円（変更後

の建築等計画

に係る確認書

等の提出があ

る場合にあっ

ては、２２，

０００円）を

変更認定申請

数（１の共同

住宅等（区分

所有住宅を除

く。）に係る

住戸について

行われる建築
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等計画の変更

の認定の申請

の数をいう。

以下同じ。）

で除して得た

額（その額に

１００円未満

の端数がある

ときは、これ

を切り捨てた

額） 

建築等計画の変更の認定又は維

持保全計画の変更の認定を受け

ようとする住宅が増築し、若し

くは改築しようとする建築等計

画の認定又は維持保全計画の認

定を受けた一戸建ての住宅の場

合 

１件につ

き 

３４，０００

円（変更後の

建築等計画又

は維持保全計

画に係る確認

書等の提出が

ある場合にあ

っては、９，

０００円） 

建築等計

画の変更

の認定又

は維持保

全計画の

変更の認

建築等計画の変更の

認定又は維持保全計

画の変更の認定に係

る住戸が属する１の

建築物の当該建築等

計画又は当該維持保

１件につ

き 

１５７，００

０円（変更後

の建築等計画

の認定又は維

持保全計画の

認定に係る確
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定を受け

ようとす

る住宅が

増築し、

若しくは

改築しよ

うとする

建築等計

画の認定

又は維持

保全計画

の認定を

受けた共

同住宅等

の場合 

全計画の変更に係る

部分（床面積の増加

に 係 る 部 分 を 除

く。）の床面積の２

分の１の面積と当該

建築等計画又は当該

維持保全計画の変更

に係る部分のうち床

面積の増加に係る部

分の床面積との合計

が３００m２以内のも

の 

認書等の提出

がある場合に

あっては、３

３ ， ０ ０ ０

円）を変更認

定申請数で除

し て 得 た 額

（その額に１

００円未満の

端数があると

きは、これを

切 り 捨 て た

額） 

長期優良住宅法第６条第２項（同法第８条

第２項において準用する場合を含む。）の

規定に基づく法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に係る適合審査申請 

１件につ

き 

建築等計画の

認定を受けよ

うとする住宅

又は建築等計

画の変更の認

定を受けよう

とする住宅の

床面積の合計

及び昇降機の

数に応じて島

根県建築基準
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法 施 行 条 例

（昭和４８年

島根県条例第

２０号）第１

１条及び第１

３条の規定の

例により算出

した額（工作

物を築造する

場合にあって

は当該工作物

の数に応じて

同条例第１１

条及び第１３

条の規定の例

により算出し

た額を、構造

計算適合性判

定を要する部

分が含まれる

場合にあって

は当該部分の

床面積の合計

に応じて同条

例第１１条の

規定の例によ
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り 算 出 し た

額） 

長期優良住宅建築等計画の変更の認定申請

（長期優良住宅法第９条第１項及び第３項

の規定によるものに限る。） 

１件につ

き 

３，０００円 

長期優良住宅建築等計画の認定又は維持保

全計画の認定に基づく地位の承継の承認申

請（長期優良住宅法第１０条） 

１件につ

き 

３，０００円 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）をいう。 

２ この表において「長期優良住宅法」とは、長期優良住宅の普及

の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）をいう。 

３ この表において「確認書等」とは、住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条の２第３項に規定

する確認書又は同法第５条第１項に規定する住宅性能評価書をい

う。 

別表第４の３を次のように改める。 

別表第４の３（第２条関係） 

建築関係のその３ 

手数料

の種別 

手数料を納めなければなら

ない者 

手数料の額 

低炭素

建築物

新築等

計画の

認定等

に係る

⑴ 都市の低炭素化の促進

に関する法律（平成２４

年法律第８４号。以下こ

の表において「法」とい

う。）第５３条第１項の

規定に基づく低炭素建築

 

-92-



手数料 物新築等計画（以下この

表において「計画」とい

う。）の認定（以下この

表において「計画の認

定」という。）を受けよ

うとする者 

ア 計画の認定を受けよ

うとする建築物が一戸

建ての住宅（人の居住

の用以外の用途に供す

る部分を有しないもの

に限る。以下この号及

び 次 号 に お い て 同

じ。）の場合 

 

（ア）  当該住宅につ

いて建築物エネルギ

ー消費性能基準等を

定める省令（平成２

８年経済産業省・国

土交通省令第１号。

以下この号及び次号

において「省令」と

いう。）第１０条第

２号イ⑴及び同号ロ

⑴の基準（以下この

号及び次号において
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「 誘 導 標 準 計 算 基

準」という。）を用

いて評価を行う場合 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

３４，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

３８，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

（イ）  当該住宅につ

いて省令第１０条第

２号イ⑵及び同号ロ

⑵の基準（以下この

号及び次号において

「誘導仕様基準」と

いう。）を用いて評

価を行う場合 

 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

１８，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

１９，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

（ウ）  当該住宅につ

いて省令第１０条第

２号イ⑴及び同号ロ
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⑵の基準又は省令第

１０条第２号イ⑵及

び 同 号 ロ ⑴ の 基 準

（以下この号及び次

号において「誘導仕

様 ・ 計 算 併 用 法 基

準」という。）を用

いて評価を行う場合 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

２６，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

２８，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

イ 非住宅建築物（省令

第１条第１項第１号に

規定する非住宅建築物

をいう。以下この号及

び 次 号 に お い て 同

じ。）、共同住宅等

（共同住宅、長屋その

他の一戸建ての住宅以

外の住宅で、非住宅部

分（省令第１条第１項

第１号に規定する非住

宅部分をいう。以下こ

非住宅建築物又は複合建築物（非

住宅部分に限って計画の認定を受

けようとする場合に限る。）にあ

っては（ア）又は（イ）に規定す

る手数料の額、共同住宅等又は複

合建築物（住宅部分（省令第１条

第２項に規定する住宅部分をい

う。以下この号及び次号において

同じ。）に限って計画の認定を受

けようとする場合に限る。）にあ

っては（ウ）から（オ）までのい

ずれかに規定する手数料の額、複
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の号及び次号において

同じ。）を有しないも

のをいう。以下この表

において同じ。）又は

複合建築物（省令第１

条第１項第１号に規定

する複合建築物をい

う。以下この号及び次

号において同じ。）に

係る計画の認定を受け

ようとする場合 

合建築物（非住宅部分に限って計

画の認定を受けようとする場合及

び住宅部分に限って計画の認定を

受けようとする場合を除く。）に

あっては（ア）又は（イ）及び

（ウ）から（オ）までのいずれか

に規定する区分に応じ、それぞれ

当該手数料を合算した額 

（ア）  当該建築物の

非住宅部分について

省令第１０条第１号

イ⑴及び同号ロ⑴の

基準並びに同号ただ

し書に規定する方法

（次号において「誘

導 標 準 入 力 法 等 基

準」という。）を用

いて評価を行う場合 

 

a 非住宅部分の床面

積の合計が３００

平方メートル未満

のもの 

２２５，０００円（非住宅基準適

合証の提出がある場合にあって

は、１０，０００円） 

b 非住宅部分の床面２７７，０００円（非住宅基準適
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積の合計が３００

平方メートルのも

の 

合証の提出がある場合にあって

は、１６，０００円） 

（イ）  当該建築物の

非住宅部分について

省令第１０条第１号

イ⑵及び同号ロ⑵の

基準（次号において

「誘導モデル建物法

基準」という。）を

用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の床面

積の合計が３００

平方メートル未満

のもの 

８６，０００円（非住宅基準適合

証の提出がある場合にあっては、

１０，０００円） 

b 非住宅部分の床面

積の合計が３００

平方メートルのも

の 

１０８，０００円（非住宅基準適

合証の提出がある場合にあって

は、１６，０００円） 

（ウ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導標準計算基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積

の合計が３００平

６７，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、
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方メートル未満の

もの 

１０，０００円） 

b 住宅部分の床面積

の合計が３００平

方メートルのもの 

１１４，０００円（住宅基準適合

証等の提出がある場合にあって

は、２０，０００円） 

（エ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導仕様基準を用いて

評価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積

の合計が３００平

方メートル未満の

もの 

３２，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

１０，０００円） 

b 住宅部分の床面積

の合計が３００平

方メートルのもの 

５７，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

２０，０００円） 

（オ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導仕様・計算併用法

基準を用いて評価を

行う場合 

 

a 住宅部分の床面積

の合計が３００平

方メートル未満の

もの 

５０，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

１０，０００円） 

b 住宅部分の床面積８５，０００円（住宅基準適合証
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の合計が３００平

方メートルのもの 

等の提出がある場合にあっては、

２０，０００円） 

⑵ 法第５５条第１項の規

定に基づく計画の変更の

認定（以下この表におい

て「計画の変更の認定」

という。）を受けようと

する者 

 

ア 一戸建ての住宅に係

る計画の変更の認定を

受けようとする場合 

 

（ア）  当該住宅につ

いて誘導標準計算基

準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

１７，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００

円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

１９，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００

円） 

（イ）  当該住宅につ

いて誘導標準計算基

準を用いて評価を行
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う場合 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

９，０００円（変更後の計画に係

る住宅基準適合証等の提出がある

場合にあっては、３，０００円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

１０，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００

円） 

（ウ）  当該住宅につ

いて誘導仕様・計算

併用法基準を用いて

評価を行う場合 

 

a 床面積の合計が２

００平方メートル

未満のもの 

１３，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００

円） 

b 床面積の合計が２

００平方メートル

以上のもの 

１４，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００

円） 

イ 非住宅建築物、共同

住宅等又は複合建築物

に係る計画の変更の認

定を受けようとする場

合 

非住宅建築物又は複合建築物（非

住宅部分に限って計画の変更の認

定を受けようとする場合に限

る。）にあっては（ア）又は

（イ）に規定する手数料の額、共

同住宅等又は複合建築物（住宅部
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分に限って計画の変更の認定を受

けようとする場合に限る。）にあ

っては（ウ）から（オ）までのい

ずれかに規定する手数料の額、複

合建築物（非住宅部分に限って計

画の変更の認定を受けようとする

場合及び住宅部分に限って計画の

変更の認定を受けようとする場合

を除く。）にあっては（ア）又は

（イ）及び（ウ）から（オ）まで

のいずれかに規定する区分に応

じ、それぞれ当該手数料を合算し

た額 

（ア）  当該建築物の

非住宅部分について

誘導標準入力法等基

準を用いて評価を行

う場合 

 

a 非住宅部分の計画

の変更に係る部分

（床面積の増加に

係 る 部 分 を 除

く。）の床面積の

２分の１の面積と

当該計画の変更に

係る部分の面積の

２２５，０００円（変更後の計画

に係る非住宅基準適合証の提出が

ある場合にあっては、１０，００

０円） 
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うち床面積の増加

に係る部分の床面

積との合計（以下

こ の 号 に お い て

「計画の変更に係

る部分の床面積の

合計」という。）

が３００平方メー

トル未満のもの 

b 非住宅部分の計画

の変更に係る部分

の床面積の合計が

３００平方メート

ルのもの 

２７７，０００円（変更後の計画

に係る非住宅基準適合証の提出が

ある場合にあっては、１６，００

０円） 

（イ）  当該建築物の

非住宅部分について

誘導モデル建物法基

準を用いて評価を行

う場合 

 

a 非住宅部分の計画

の変更に係る部分

の床面積の合計が

３００平方メート

ル未満のもの 

８６，０００円（変更後の計画に

係る非住宅基準適合証の提出があ

る場合にあっては、１０，０００

円） 

b 非住宅部分の計画

の変更に係る部分

１０８，０００円（変更後の計画

に係る非住宅基準適合証の提出が
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の床面積の合計が

３００平方メート

ルのもの 

ある場合にあっては、１６，００

０円） 

（ウ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導標準計算基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

未満のもの 

６７，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、１０，０００

円） 

b 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

のもの 

１１４，０００円（変更後の計画

に係る住宅基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、２０，００

０円） 

（エ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導仕様基準を用いて

評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

未満のもの 

３２，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、１０，０００

円） 
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b 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

のもの 

５７，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、２０，０００

円） 

（オ）  当該建築物の

住宅部分について誘

導仕様・計算併用法

基準を用いて評価を

行う場合 

 

a 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

未満のもの 

５０，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、１０，０００

円） 

b 住宅部分の計画の

変更に係る部分の

床面積の合計が３

００平方メートル

のもの 

８５，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、２０，０００

円） 

備考 

１ この表において「住宅基準適合証等」とは、住宅の品質確保の促

進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項に規定

する登録住宅性能評価機関が作成した法第５４条第１項各号に掲げ

る基準（以下「認定基準」という。）に適合していることを示す書

類又は知事の定めるその他の図書をいう。 

２ この表において「非住宅基準適合証」とは、建築物のエネルギー
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消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号）第１４

条第１項の登録建築物エネルギー消費性能判定機関が作成した認定

基準に適合していることを示す書類をいう。 

  別表第４の３の次に次の２表を加える。 

別表第４の４（第２条関係） 

建築関係のその４ 

手 数 料

の種別 

手数料を納めなければならない者 手数料の額 

建 築 物

の エ ネ

ル ギ ー

消 費 性

能 の 向

上 等 に

関 す る

法 律 関

係 手 数

料 

⑴ 建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律（平成２

７年法律第５３号。以下この表

において「法」という。）第１

１条第１項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能確保計画

（以下この号から第５号までに

おいて「計画」という。）の建

築物エネルギー消費性能適合性

判定（以下この号から第４号ま

でにおいて「適合性判定」とい

う。）（以下この号において

「計画 の適合 性 判定」 とい

う。）を受けようとする者 

 

ア 計画の適合性判定を受けよ

うとする建築物が非住宅部分

（建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（平成２

８年経済産業省・国土交通省

非住宅部分を有する建築

物又は工場等部分を有す

る建築物にあっては、

（ア）から（エ）までの

いずれかに規定する手数
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令第１号。以下この表におい

て「省令」という。）第１条

第１項第１号に規定する非住

宅部分をいう。ただし、工場

その他のこれに類するもので

知事が定めるものの部分（以

下この号から第５号までにお

い て 「 工 場 等 部 分 」 と い

う。）を除く。以下この号か

ら 第 ５ 号 ま で に お い て 同

じ。）を有する建築物、工場

等部分を有する建築物、共同

住宅等（共同住宅、長屋、そ

の他の一戸建ての住宅以外の

住宅で非住宅部分又は工場等

部分を有しないものをいう。

以下この号から第５号までに

おいて同じ。）又は複合建築

物（省令第１条第１項第１号

に規定する複合建築物をい

う。以下この表において同

じ。）である場合 

料の額、共同住宅等にあ

っ て は 、 （ オ ） か ら

（キ）までのいずれかに

規定する手数料の額、複

合 建 築 物 に あ っ て は

（ア）から（エ）までの

いずれか及び（オ）から

（キ）までのいずれかに

規定する区分に応じ、そ

れぞれに規定する手数料

の額を合算した額。ただ

し、非住宅部分及び工場

等部分を有する建築物の

場合には、（ア）及び

（イ）又は（ウ）及び

（エ）に規定する区分に

応じ、それぞれに規定す

る手数料の額を合算した

額が当該建築物の非住宅

部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅

部分の面積とみなした場

合の（ア）又は（ウ）に

規定する区分に応じた手

数料の額を超えるときは

当該額とする。 
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（ア） 当該建築物の非住宅

部分について省令第１条第

１項第１号イの基準及び同

号ただし書に規定する方法

（以下この表において「標

準 入 力 法 等 基 準 」 と い

う。）を用いて評価を行う

場合 

 

a 非住宅部分の床面積（建

築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律

施行令（平成２８年政令

第８号）第３条に規定す

る床面積をいう。ただ

し、建築物を増築し、又

は改築しようとする場合

において、当該建築物に

ついてエネルギー消費性

能に係る計算その他の計

算を要しない既存部分が

あるときは、当該既存部

分の床面積を除く。以下

この表において同じ。）

の合計が３００平方メー

トル未満のもの 

２２４，０００円 

b 非住宅部分の床面積の合 ２７６，０００円 
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計が３００平方メートル

のもの 

（イ） 当該建築物の工場等

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００円 

b 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

３０，０００円 

（ウ） 当該建築物の非住宅

部分について省令第１条第

１項第１号ロの基準（以下

この表において「モデル建

物法基準」という。）を用

いて評価を行う場合 

 

a 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

８６，０００円 

b 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

１０８，０００円 

（エ） 当該建築物の工場等

部分についてモデル建物法
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基準を用いて評価を行う場

合 

a 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

１９，０００円 

b 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２６，０００円 

（オ） 当該建築物の住宅部

分（省令第１条第２項に規

定する住宅部分をいう。以

下この表において同じ。）

について省令第１条第１項

第２号イ⑴及び同号ロ⑴の

基準（以下この表において

「 標 準 計 算 基 準 」 と い

う。）を用いて評価を行う

場合 

 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

６７，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

１１４，０００円 

（カ） 当該建築物の住宅部

分について省令第１条第１
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項第２号イ⑵及び同号ロ⑵

の基準（以下この表におい

て「仕様基準」という。）

を用いて評価を行う場合 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

３２，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

５６，０００円 

（キ） 当該建築物の住宅部

分について省令第１条第１

項第２号イ⑴及び同号ロ⑵

の基準又は省令第１条第１

項第２号イ⑵及び同号ロ⑴

の基準（以下この表におい

て「仕様・計算併用法基

準」という。）を用いて評

価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

５０，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

８５，０００円 

イ 計画の適合性判定を受けよ  
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うとする建築物が一戸建ての

住宅（非住宅部分又は工場等

部分を有しないものに限る。

以下この号から第５号までに

おいて同じ。）の場合 

（ア） 当該建築物について

標準計算基準を用いて評価

を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

３４，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

３７，０００円 

（イ） 当該建築物について

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１８，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１９，０００円 

（ウ） 当該建築物について

仕様・計算併用法基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

２５，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

２８，０００円 
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⑵ 法第１１条第２項の規定に基

づく計画の変更の適合性判定

（以下この号において「計画の

変更の適合性判定」という。）

を受けようとする者 

 

ア 計画の変更の適合性判定を

受けようとする建築物が非住

宅部分を有する建築物、工場

等部分を有する建築物、共同

住宅等又は複合建築物である

場合 

非住宅部分を有する建築

物又は工場等部分を有す

る 建 築 物 に あ っ て は

（ア）から（エ）までの

いずれかに規定する手数

料の額、共同住宅等にあ

っては（オ）から（キ）

までのいずれかに規定す

る手数料の額、複合建築

物にあっては（ア）から

（エ）までのいずれか及

び（オ）から（キ）まで

のいずれかに規定する区

分に応じ、それぞれに規

定する手数料の額を合算

した額。ただし、非住宅

部分及び工場等部分を有

する建築物の場合には、

（ア）及び（イ）又は

（ウ）及び（エ）に規定

する区分に応じ、それぞ
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れに規定する手数料の額

を合算した額が当該建築

物の非住宅部分及び工場

等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分の面積と

みなした場合の（ア）又

は（ウ）に規定する区分

に応じた手数料の額を超

えるときは当該額とす

る。 

（ア） 当該建築物の非住宅

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の計画の変更

に係る部分（床面積の増

加に係る部分を除く。）

の床面積の２分の１の面

積と当該計画の変更に係

る部分の面積のうち床面

積の増加に係る部分の床

面積との合計（以下この

号及び第４号において

「計画の変更に係る部分

の床面積の合計」とい

う。）が３００平方メー

２２４，０００円 
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トル未満のもの 

b 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２７６，０００円 

（イ） 当該建築物の工場等

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００円 

b 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

３０，０００円 

（ウ） 当該建築物の非住宅

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

８６，０００円 

b 非住宅部分の計画の変更 １０８，０００円 
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に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

（エ） 当該建築物の工場等

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

１９，０００円 

b 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２６，０００円 

（オ） 当該建築物の住宅部

分について標準計算基準を

用いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

６７，０００円 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

１１４，０００円 
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（カ） 当該建築物の住宅部

分について仕様基準を用い

て評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

３２，０００円 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

５６，０００円 

（キ） 当該建築物の住宅部

分について仕様・計算併用

法基準を用いて評価を行う

場合 

 

a 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

５０，０００円 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

８５，０００円 

イ 計画の変更の適合性判定を

受けようとする建築物が一戸

建ての住宅の場合 
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（ア） 当該建築物について

標準計算基準を用いて評価

を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１７，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１９，０００円 

（イ） 当該建築物について

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

９，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１０，０００円 

（ウ） 当該建築物について

仕様・計算併用法基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１３，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１４，０００円 

⑶ 法第１２条第２項の規定に基

づく計画の適合性判定（以下こ

の号において「計画の適合性判

定」という。）を求めようとす

る者 
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ア 計画の適合性判定を求めよ

うとする建築物が非住宅部分

を有する建築物、工場等部分

を有する建築物、共同住宅等

又は複合建築物である場合 

非住宅部分を有する建築

物又は工場等部分を有す

る 建 築 物 に あ っ て は

（ア）から（エ）までの

いずれかに規定する手数

料の額、共同住宅等にあ

っては（オ）から（キ）

までのいずれかに規定す

る手数料の額、複合建築

物にあっては（ア）から

（エ）までのいずれか及

び（オ）から（キ）まで

のいずれかに規定する区

分に応じ、それぞれに規

定する手数料の額を合算

した額。ただし、非住宅

部分及び工場等部分を有

する建築物の場合には、

（ア）及び（イ）又は

（ウ）及び（エ）に規定

する区分に応じ、それぞ

れに規定する手数料の額

を合算した額が当該建築

物の非住宅部分及び工場

等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分の面積と
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みなした場合の（ア）又

は（ウ）に規定する区分

に応じた手数料の額を超

えるときは当該額とす

る。 

（ア） 当該建築物の非住宅

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２２４，０００円 

b 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２７６，０００円 

（イ） 当該建築物の工場等

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００円 

b 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

３０，０００円 

（ウ） 当該建築物の非住宅  
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部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

a 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

８６，０００円 

b 非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

１０８，０００円 

（エ） 当該建築物の工場等

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

１９，０００円 

b 工場等部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２６，０００円 

（オ） 当該建築物の住宅部

分について標準計算基準を

用いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

６７，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計 １１４，０００円 
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が３００平方メートルの

もの 

（カ） 当該建築物の住宅部

分について仕様基準を用い

て評価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

３２，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

５６，０００円 

（キ） 当該建築物の住宅部

分について仕様・計算併用

法基準を用いて評価を行う

場合 

 

a 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

５０，０００円 

b 住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

８５，０００円 

イ 計画の適合性判定を求めよ

うとする建築物が一戸建ての

住宅の場合 

 

（ア） 当該建築物について

標準計算基準を用いて評価
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を行う場合 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

３４，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

３７，０００円 

（イ） 当該建築物について

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１８，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１９，０００円 

（ウ） 当該建築物について

仕様・計算併用法基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

２５，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

２８，０００円 

⑷ 法第１２条第３項の規定に基

づく計画の変更の適合性判定

（以下この号において「計画の

変更の適合性判定」という。）

を求めようとする者 

 

ア 計画の変更の適合性判定を

求めようとする建築物が非住

非住宅部分を有する建築

物又は工場等部分を有す
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宅部分を有する建築物、工場

等部分を有する建築物、共同

住宅等又は複合建築物である

場合 

る 建 築 物 に あ っ て は

（ア）から（エ）までの

いずれかに規定する手数

料の額、共同住宅等にあ

っては（オ）から（キ）

までのいずれかに規定す

る手数料の額、複合建築

物にあっては（ア）から

（エ）までのいずれか及

び（オ）から（キ）まで

のいずれかに規定する区

分に応じ、それぞれに規

定する手数料の額を合算

した額。ただし、非住宅

部分及び工場等部分を有

する建築物の場合には、

（ア）及び（イ）又は

（ウ）及び（エ）に規定

する区分に応じ、それぞ

れに規定する手数料の額

を合算した額が当該建築

物の非住宅部分及び工場

等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分の面積と

みなした場合の（ア）又

は（ウ）に規定する区分
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に応じた手数料の額を超

えるときは当該額とす

る。 

（ア） 当該建築物の非住宅

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２２４，０００円 

b 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２７６，０００円 

（イ） 当該建築物の工場等

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００円 

b 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

３０，０００円 
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のもの 

（ウ） 当該建築物の非住宅

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

８６，０００円 

b 非住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

１０８，０００円 

（エ） 当該建築物の工場等

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

１９，０００円 

b 工場等部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２６，０００円 

（オ） 当該建築物の住宅部  
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分について標準計算基準を

用いて評価を行う場合 

a 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

６７，０００円 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

１１４，０００円 

（カ） 当該建築物の住宅部

分について仕様基準を用い

て評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

３２，０００円 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

５６，０００円 

（キ） 当該建築物の住宅部

分について仕様・計算併用

法基準を用いて評価を行う

場合 

 

a 住宅部分の計画の変更に ５０，０００円 
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係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

b 住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

８５，０００円 

イ 計画の変更の適合性判定を

求めようとする建築物が一戸

建ての住宅の場合 

 

（ア） 当該建築物について

標準計算基準を用いて評価

を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１７，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１９，０００円 

（イ） 当該建築物について

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

９，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１０，０００円 

（ウ） 当該建築物について

仕様・計算併用法基準を用
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いて評価を行う場合 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１３，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１４，０００円 

⑸ 建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律施行規則

（平成２８年国土交通省令第５

号）第１３条の規定に基づく計

画の変更が同令第５条の軽微な

変更（以下この号において「軽

微な変更」という。）に該当し

ていることを証する書面の交付

（以下この号において「書面の

交付」という。）を求めようと

する者 

 

ア 書面の交付を求めようとす

る建築物が非住宅部分を有す

る建築物、工場等部分を有す

る建築物、共同住宅等又は複

合建築物である場合 

非住宅部分を有する建築

物又は工場等部分を有す

る 建 築 物 に あ っ て は

（ア）から（エ）までの

いずれかに規定する手数

料の額、共同住宅等にあ

っては（オ）から（キ）

までのいずれかに規定す

る手数料の額、複合建築

物にあっては（ア）から
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（エ）までのいずれか及

び（オ）から（キ）まで

のいずれかに規定する区

分に応じ、それぞれに規

定する手数料の額を合算

した額。ただし、非住宅

部分及び工場等部分を有

する建築物の場合には、

（ア）及び（イ）又は

（ウ）及び（エ）に規定

する区分に応じ、それぞ

れに規定する手数料の額

を合算した額が当該建築

物の非住宅部分及び工場

等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分の面積と

みなした場合の（ア）又

は（ウ）に規定する区分

に応じた手数料の額を超

えるときは当該額とす

る。 

（ア） 当該建築物の非住宅

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の計画の軽微 ２２４，０００円 

-129-



な変更に係る部分（床面

積の増加に係る部分を除

く。）の床面積の２分の

１の面積と当該計画の軽

微な変更に係る部分の面

積のうち床面積の増加に

係る部分の床面積との合

計（以下この号において

「軽微な変更に係る部分

の床面積の合計」とい

う。）が３００平方メー

トル未満のもの 

b 非住宅部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２７６，０００円 

（イ） 当該建築物の工場等

部分について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００円 

b 工場等部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

３０，０００円 
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計が３００平方メートル

のもの 

（ウ） 当該建築物の非住宅

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 非住宅部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

８６，０００円 

b 非住宅部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

１０８，０００円 

（エ） 当該建築物の工場等

部分についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場

合 

 

a 工場等部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

１９，０００円 

b 工場等部分の軽微な変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

のもの 

２６，０００円 

-131-



（オ） 当該建築物の住宅部

分について標準計算基準を

用いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

６７，０００円 

b 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

１１４，０００円 

（カ） 当該建築物の住宅部

分について仕様基準を用い

て評価を行う場合 

 

a 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

３２，０００円 

b 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

５６，０００円 

（キ） 当該建築物の住宅部

分について仕様・計算併用

法基準を用いて評価を行う

場合 
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a 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートル未

満のもの 

５０，０００円 

b 住宅部分の軽微な変更に

係る部分の床面積の合計

が３００平方メートルの

もの 

８５，０００円 

イ 書面の交付を求めようとす

る建築物が一戸建ての住宅の

場合 

 

（ア） 当該建築物について

標準計算基準を用いて評価

を行う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１７，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１９，０００円 

（イ） 当該建築物について

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

９，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１０，０００円 

（ウ） 当該建築物について  
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仕様・計算併用法基準を用

いて評価を行う場合 

a 床面積の合計が２００平

方メートル未満のもの 

１３，０００円 

b 床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの 

１４，０００円 

⑹ 法第２９条第１項の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能

向上計画（以下この号から第８

号までにおいて「計画」とい

う。）の認定（以下この号及び

第８号において「計画の認定」

という。）を受けようとする者 

 

ア 申請建築物（法第２９条第

３項に規定する申請建築物を

いう。以下この号において同

じ。）について計画の認定を

受ける場合 

 

（ア） 計画の認定を受けよ

うとする建築物が非住宅建

築物（省令第１条第１項第

１号に規定する非住宅建築

物をいう。以下この号及び

次号において同じ。）、共

同住宅等（共同住宅、長屋

その他の一戸建ての住宅以

非住宅建築物又は複合建

築物（非住宅部分に限っ

て計画の認定を受けよう

とする場合に限る。）に

あっては a 又は b に規定

する手数料の額、共同住

宅等又は複合建築物（住

宅部分に限って計画の認
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外の住宅で非住宅部分（省

令第１条第１項第１号に規

定する非住宅部分をいう。

以下この号及び次号におい

て同じ。）を有しないもの

をいう。以下この号及び次

号において同じ。）又は複

合建築物である場合 

定を受けようとする場合

に限る。）にあっては c

から e までのいずれかに

規定する手数料の額、複

合建築物（非住宅部分に

限って計画の認定を受け

ようとする場合及び住宅

部分に限って計画の認定

を受けようとする場合を

除く。）にあっては a 又

は b 及び c から e までの

いずれかに規定する区分

に応じ、それぞれ当該手

数料を合算した額 

a 当該建築物の非住宅部分

について省令第１０条第

１号イ⑴及び同号ロ⑴の

基準並びに同号ただし書

に規定する方法（次号に

おいて「誘導標準入力法

等基準」という。）を用

いて評価を行う場合 

 

（a） 非住宅部分の床面

積の合計が３００平方

メートル未満のもの 

２２４，０００円（非住

宅誘導基準適合証（法第

１４条第１項の登録建築

物エネルギー消費性能判
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定機関が作成した法第３

０条第１項各号（法第３

１条第２項において準用

する場合を含む。）に掲

げる基準に適合している

ことを示す書類をいう。

以下この号及び次号にお

いて同じ。）の提出があ

る場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 非住宅部分の床面

積の合計が３００平方

メートルのもの 

２７６，０００円（非住

宅誘導基準適合証の提出

がある場合にあっては、

１６，０００円） 

b 当該建築物の非住宅部分

について省令第１０条第

１号イ⑵及び同号ロ⑵の

基準（次号において「誘

導モデル建物法基準」と

いう。）を用いて評価を

行う場合 

 

（a） 非住宅部分の床面

積の合計が３００平方

メートル未満のもの 

８６，０００円（非住宅

誘導基準適合証の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 非住宅部分の床面１０８，０００円（非住
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積の合計が３００平方

メートルのもの 

宅誘導基準適合証の提出

がある場合にあっては、

１６，０００円） 

c 当該建築物の住宅部分に

ついて省令第１０条第２

号イ⑴及び同号ロ⑴の基

準（以下この号及び次号

において「誘導標準計算

基準」という。）を用い

て評価を行う場合 

 

（a） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートル未満のもの 

６７，０００円（住宅誘

導基準適合証等（住宅の

品質確保の促進等に関す

る法律第５条第１項に規

定する登録住宅性能評価

機関が作成した法第３５

条第１項各号（法第３６

条第２項において準用す

る場合を含む。）に掲げ

る基準に適合しているこ

とを示す書類又は知事の

定めるその他の図書をい

う。以下この号及び次号

において同じ。）の提出

がある場合にあっては、

１０，０００円） 
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（b） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートルのもの 

１１４，０００円（住宅

誘導基準適合証等の提出

がある場合にあっては、

２０，０００円） 

d 当該建築物の住宅部分に

ついて省令第１０条第２

号イ⑵及び同号ロ⑵の基

準（以下この号及び次号

において「誘導仕様基

準」という。）を用いて

評価を行う場合 

 

（a） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートル未満のもの 

３２，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートルのもの 

５６，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、２

０，０００円） 

e 当該建築物の住宅部分に

ついて省令第１０条第２

号イ⑴及び同号ロ⑵の基

準又は省令第１０条第２

号イ⑵及び同号ロ⑴の基

準（以下この号及び次号

において「誘導仕様・計
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算 併 用 法 基 準 」 と い

う。）を用いて評価を行

う場合 

（a） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートル未満のもの 

５０，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートルのもの 

８５，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、２

０，０００円） 

（イ） 計画の認定を受けよ

うとする建築物が一戸建て

の住宅の場合 

 

a 当該建築物について誘導

標準計算基準を用いて評

価を行う場合 

 

（a） 住宅部分の床面積

の合計が２００平方メ

ートル未満のもの 

３４，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

３７，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

b 当該建築物について誘導  
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仕様基準を用いて評価を

行う場合 

（a） 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

１８，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

１９，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

c 当該建築物について誘導

仕様・計算併用法基準を

用いて評価を行う場合 

 

（a） 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

２５，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

２８，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

５，０００円） 

イ 他の建築物（法第２９条第

３項に規定する他の建築物を

いう。以下この号において同

じ。）に係る事項を計画に記

載する場合 

当該計画に係る申請建築

物及び他の建築物１棟ご

とに、アの（ア）又は

（イ）に規定する区分に

応じ当該区分に定める額
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を、当該計画に係る全て

の建築物について合算し

た額 

⑺ 法第３１条第１項の規定に基

づく計画の変更の認定（以下こ

の号において「計画の変更の認

定」という。）を受けようとす

る者 

 

ア 計画に記載されている建築

物について変更する場合（ウ

の場合を除く。） 

当該変更する建築物１棟

ごとに、アの（ア）又は

（イ）に規定する区分に

応じ当該区分に定める額

を、当該変更する全ての

建築物について合算した

額 

（ア） 当該変更する建築物

が非住宅建築物、共同住宅

等又は複合建築物である場

合 

非住宅建築物又は複合建

築物（非住宅部分に限っ

て計画の変更の認定を受

けようとする場合に限

る。）にあっては a 又は

b に規定する手数料の

額、共同住宅等又は複合

建築物（住宅部分に限っ

て計画の変更の認定を受

けようとする場合に限

る。）にあっては c から e
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までのいずれかに規定す

る手数料の額、複合建築

物（非住宅部分に限って

計画の変更の認定を受け

ようとする場合及び住宅

部分に限って計画の変更

の認定を受けようとする

場合を除く。）にあって

は a 又は b 及び c から e

までのいずれかに規定す

る区分に応じ、それぞれ

当該手数料を合算した額 

a 当該建築物の非住宅部分

について誘導標準入力法

等基準を用いて評価を行

う場合 

 

（a） 非住宅部分の計画

の変更に係る部分（床

面積の増加に係る部分

を除く。）の床面積の

２分の１の面積と当該

計画の変更に係る部分

の面積のうち床面積の

増加に係る部分の床面

積との合計（以下この

号において「計画の変

２２４，０００円（非住

宅誘導基準適合証の提出

がある場合にあっては、

１０，０００円） 
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更に係る部分の床面積

の合計」という。）が

３００平方メートル未

満のもの 

（b） 非住宅部分の計画

の変更に係る部分の床

面積の合計が３００平

方メートルのもの 

２７６，０００円（非住

宅誘導基準適合証の提出

がある場合にあっては、

１６，０００円） 

b 当該建築物の非住宅部分

について誘導モデル建物

法基準を用いて評価を行

う場合 

 

（a） 非住宅部分の計画

の変更に係る部分の床

面積の合計が３００平

方メートル未満のもの 

８６，０００円（非住宅

誘導基準適合証の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 非住宅部分の計画

の変更に係る部分の床

面積の合計が３００平

方メートルのもの 

１０８，０００円（非住

宅誘導基準適合証の提出

がある場合にあっては、

１６，０００円） 

c 当該建築物の住宅部分に

ついて誘導標準計算基準

を用いて評価を行う場合 

 

（a） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

６７，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、１
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メートル未満のもの ０，０００円） 

（b） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートルのもの 

１１４，０００円（住宅

誘導基準適合証等の提出

がある場合にあっては、

２０，０００円） 

d 当該建築物の住宅部分に

ついて誘導仕様基準を用

いて評価を行う場合 

 

（a） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートル未満のもの 

３２，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートルのもの 

５６，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、２

０，０００円） 

e 当該建築物の住宅部分に

ついて誘導仕様・計算併

用法基準を用いて評価を

行う場合 

 

（a） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートル未満のもの 

５０，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、１

０，０００円） 

（b） 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

８５，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が
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積の合計が３００平方

メートルのもの 

ある場合にあっては、２

０，０００円） 

（イ） 当該変更する建築物

が一戸建ての住宅の場合 

 

a 当該建築物について誘導

標準計算基準を用いて評

価を行う場合 

 

（a） 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

１７，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

３，０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

１９，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

３，０００円） 

b 当該建築物について誘導

仕様基準を用いて評価を

行う場合 

 

（a） 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

９，０００円（住宅誘導

基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，

０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

１０，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

３，０００円） 
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c 当該建築物について誘導

仕様・計算併用法基準を

用いて評価を行う場合 

 

（a） 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

１３，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

３，０００円） 

（b） 床面積の合計が２

００平方メートル以上

のもの 

１４，０００円（住宅誘

導基準適合証等の提出が

ある場合にあっては、

３，０００円） 

イ 計画に記載されている建築

物以外の建築物を計画に追加

す る 場 合 （ ウ の 場 合 を 除

く。） 

当該追加する建築物１棟

ごとに、第６号のアの

（ア）又は（イ）に規定

する区分に応じ当該区分

に定める額を、当該追加

する全ての建築物につい

て合算した額 

ウ 計画に記載されている建築

物について変更し、かつ、計

画に記載されている建築物以

外の建築物を計画に追加する

場合 

当該変更する全ての建築

物についてアの規定によ

り算出した額及び当該追

加する全ての建築物につ

いてイの規定により算出

した額を合算した額 

⑻ 法第３０条第２項（法第３１

条第２項において準用する場合

計画の認定を受けようと

する建築物又は計画の変
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を含む。）の規定に基づく建築

基準法第６条第１項に規定する

建築基準関係規定に適合するか

どうかの審査を受けようとする

者 

更の認定を受けようとす

る建築物の床面積の合計

及び昇降機の数に応じて

島根県建築基準法施行条

例第１１条及び第１３条

の規定の例により算出し

た額（工作物を築造する

場合にあっては当該工作

物の数に応じて同条例第

１１条及び第１３条の規

定の例により算出した額

を、構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる

場合にあっては当該部分

の床面積の合計に応じて

同条例第１１条及び第１

３条の規定の例により算

出した額） 

別表第４の５（第２条関係） 

建築関係のその５ 

手数料

の種別 

手数料を納めなければなら

ない者 

手数料の額 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

⑴ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法

律施行規則（平成２８年国

土交通省令第５号。この表

において「建築物省エネ省
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上等に

関する

法律の

適合状

況審査

及び検

査に係

る手数

料 

令」という。）第２条の規

定が適用される建築物（同

条第１項第２号若しくは第

３号に該当する建築物又は

建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律（

この表において「建築物省

エネ法」という。）第１１

条第１項若しくは第１２条

第２項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能適合

性判定を受けた建築物（同

法第１８条第２項若しくは

第３０条第８項（同法第３

１条第２項において準用す

る場合を含む。）又は都市

の低炭素化の促進に関する

法律（この表において「都

市低炭素化法」という。）

第１０条第９項若しくは第

５４条第８項の規定により

適合判定通知書の交付を受

けたものとみなされる場合

を含む。）を除く。）につ

いて、法第６条第１項の規

定に基づく建築確認又は法

第１８条第３項の規定に基

づく審査を受けようとする

者 

ア 建築確認又は審査を受 

-148-



けようとする建築物が一戸

建ての住宅の場合 

（ア） 床面積の合計が２

００平方メートル未満のも

の 

１３，０００円 

（イ） 床面積の合計が２

００平方メートル以上のも

の 

１４，０００円 

イ 建築確認又は審査を受

けようとする建築物が共同

住宅等（共同住宅、長屋そ

の他の一戸建ての住宅以外

の住宅で非住宅部分（建築

物エネルギー消費性能基準

等を定める省令（以下この

表において「基準省令」と

いう。）第１条第１項第１

号に規定する非住宅部分を

いう。次号において同じ。

）を有しないものをいう。

）又は住宅部分（基準省令

第１条第２項に規定する住

宅部分をいう。以下この号

及び次号において同じ。）

のみの増築若しくは改築を

する複合建築物（基準省令

第１条第１項第１号に規定

する複合建築物をいう。）

の場合 

 

（ア） 住宅部分の床面積２３，０００円 
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の合計が３００平方メート

ル未満のもの 

（イ） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メート

ルのもの 

３６，０００円 

⑵ 建築物省エネ省令第２

条の規定が適用される建築

物で、法第６条第１項の規

定に基づく建築確認若しく

は法第１８条第３項の規定

に基づく審査を受けた建築

物又は建築物省エネ法第１

１条第１項若しくは第１２

条第２項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能適

合性判定を受けた建築物（

同法第１８条第２項若しく

は第３０条第８項（同法第

３１条第２項において準用

する場合を含む。）又は都

市低炭素化法第１０条第９

項若しくは第５４条第８項

の規定により適合判定通知

書の交付を受けたものとみ

なされる場合を含む。）に

ついて、法第７条第１項の

規定に基づく完了検査又は

法第１８条第２１項に規定

する通知に対する完了検査

を受けようとする者 
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ア 検査を受けようとする

建築物が一戸建ての住宅の

場合 

５，０００円 

イ 検査を受けようとする

建築物が住宅部分を有する

場合 

 

（ア） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メート

ル未満のもの 

１０，０００円 

（イ） 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メート

ルのもの 

２０，０００円 

ウ 検査を受けようとする

建築物が非住宅部分（工場

その他のこれに類するもの

で知事が定めるものの部分

を除く。以下この号におい

て同じ。）を有する場合 

 

（ア） 非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メー

トル未満のもの 

１０，０００円 

（イ） 非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メー

トル以上のもの 

１６，０００円 

エ イ及びウのいずれにも

該当する場合 

イ及びウに規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算した額 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法をいう。 

第２条 大田市手数料条例の一部を次のように改正する。 

  別表第４を次のように改める。 
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別表第４（第２条関係） 

建築関係 

種類 単位 金額 

１  法第６

条第１項の

規定に基づ

く確認又は

法第１８条

第３項の規

定に基づく

審査申請 

⑴ 床面積の合

計（⑵に掲げる

場合を除く。） 

３０m２以内 １件につ

き 

８，６００円 

３０ m ２を超え

１００m２以内 

１件につ

き 

１５，６００

円 

１００ m ２を超

え２００ m ２以

内 

１件につ

き 

２４，７００

円 

２００ m ２を超

え３００ m ２以

内 

１件につ

き 

２６，９００

円 

⑵ 法第８７条

の４の昇降機の

設置を含む場合 

ア 昇降機を設

置する場合（イ

に掲げる場合を

除く。） 

１基につ

き 

⑴の区分に従

い、それぞれ

当該手数料の

額に２３，４

００円を加算

した額 

イ 確認又は審

査を受けた昇降

機の計画を変更

して昇降機を設

置する場合 

１基につ

き 

⑴の区分に従

い、それぞれ

当該手数料の

額に１４，３

００円を加算

した額 

２  構造計

算適合性判

定を要する

法第６条第

１項の規定

構造計算

の方法が

国土交通

大臣の認

定を受け

床 面

積 の

合計 

３００ m ２以内

のもの 

１件につ

き 

１の部の区分

に従い、それ

ぞれ当該手数

料の額に１６

１，０００円
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に基づく確

認又は法第

１８条第３

項の規定に

基づく審査

申請 

たプログ

ラムによ

るもの 

を加算した額 

構造計算

の方法が

国土交通

大臣の認

定を受け

たプログ

ラム以外

のものに

よるもの 

床 面

積 の

合計 

３００ m ２以内

のもの 

１件につ

き 

１の部の区分

に従い、それ

ぞれ当該手数

料の額に２１

３，０００円

を加算した額 

３  法第８

７条の４に

おいて準用

する法第６

条第１項の

規定に基づ

く確認又は

法第１８条

第３項の規

定に基づく

審査申請 

⑴  建築設備を設置する場合

（⑵に掲げる場合を除く。） 

１の建築

設備につ

き 

２３，４００

円 

⑵ 確認又は審査を受けた建築

設備の計画の変更をして建築設

備を設置する場合 

１の建築

設備につ

き 

１４，３００

円 

４  法第７

条第１項の

規定に基づ

く完了検査

又は法第１

８条第２１

項の規定に

⑴ 床面積の合

計（⑵に掲げる

場合を除く。） 

３０m２以内 １件につ

き 

１４，０００

円 

３０ m ２を超え

１００m２以内 

１件につ

き 

２１，０００

円 

１００ m ２を超

え２００ m ２以

内 

１件につ

き 

３２，０００

円 
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基づく検査

申請 

２００ m ２を超

え３００ m ２以

内 

１件につ

き 

４１，０００

円 

⑵ 完了検査を

受けようとする

建築物が、法第

７条の３第１項

の規定に基づく

中間検査を受け

た建築物又は法

第１８条第２９

項の規定に基づ

く検査を受けた

建築物である場

合（以下この表

において「中間

検査を受けた場

合」という。） 

３０㎡以内 １件につ

き 

１３，０００

円 

３０㎡を超え１

００㎡以内 

１件につ

き 

２０，０００

円 

１００㎡を超え

２００㎡以内 

１件につ

き 

３０，０００

円 

２００㎡を超え

３００㎡以内 

１件につ

き 

４０，０００

円 

⑶ 法第８７条の４の昇降機の

設置を含む場合 

１基につ

き 

⑴の区分(中間

検査を受けた

場合にあって

は、⑵の区分)

に従い、それ

ぞれ当該手数

料 の 額 に ３

７，０００円

を加算した額 

５  法第７

条の３第１

項の規定に

床面積の

合計 

３０㎡以内 １件につ

き 

１２，９００

円 

３０㎡を超え１００１件につ１９，６００
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基づく中間

検査又は法

第１８条第

２９項の規

定に基づく

検査申請 

㎡以内 き 円 

１００㎡を超え２０

０㎡以内 

１件につ

き 

２９，７００

円 

２００㎡を超え３０

０㎡以内 

１件につ

き 

３８，５００

円 

６ 法第８７条の４において準用する法第

７条第１項の規定に基づく完了検査又は法

第１８条第２１項の規定に基づく検査申請 

１の建築

設備につ

き 

３７，０００

円 

７ 法第８８条第１項又は

第２項において準用する法

第６条第１項の規定に基づ

く確認又は法第１８条第３

項の規定に基づく審査申請 

⑴ 工作物を築

造する場合（⑵

に掲げる場合を

除く。） 

１の工作

物につき 

１７，７００

円 

⑵ 確認又は審

査を受けた工作

物の計画の変更

をして工作物を

築造する場合 

１の工作

物につき 

１１，１００

円 

８ 法第８８条第１項又は第２項において

準用する法第７条第１項の規定に基づく完

了検査又は法第１８条第２１項の規定に基

づく検査申請 

１の工作

物につき 

３０，０００

円 

９ 法第７条の６第１項第１号若しくは第

２号又は第１８条第３８項第１号若しくは

第２号（法第８７条の４又は法第８８条第

１項若しくは第２項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく検査済証の交付

を受ける前における建築物等の仮使用認定

申請 

１件につ

き 

１２０，００

０円 

１０ 法第４３条第２項第１号の規定に基１件につ２７，３００
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づく建築物の敷地と道との関係の建築の認

定申請 

き 円 

１１ 法第８５条第６項の規定に基づく仮

設興行場等の建築の許可申請 

１件につ

き 

１２０，００

０円 

１２ 法第８６条第１

項の規定に基づく１団

地の建築物(２以上の

構えを成すものにあっ

ては、総合的設計によ

って建築等をするもの

に限る。)の特例の認

定申請 

⑴ 建築物の数が２

以下である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物の数が３

以上である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円に２を超え

る建築物の数

に２８，００

０円を乗じて

得た額を加算

した額 

１３ 法第８６条第２

項の規定に基づく既存

建築物を前提とした総

合的設計による建築物

の特例の認定申請 

⑴ 建築物（既存建

築物を除く。）の数

が１である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物（既存建

築物を除く。）の数

が２以上である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円に１を超え

る建築物（既

存建築物を除

く。）の数に

２８，０００

円を乗じて得

た額を加算し

た額 

１４ 法第８６条の２

第１項の規定に基づく

一敷地内認定建築物以

外の建築物の新築又は

一敷地内認定建築物の

⑴ 建築物（新築又

は増築等に係るもの

に限る。）の数が１

である場合 

１件につ

き 

７８，３００

円 

⑵ 建築物（新築又１件につ７８，３００
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増築等の認定申請 は増築等に係るもの

に限る。）の数が２

以上である場合 

き 円に１を超え

る建築物（新

築又は増築等

に係るものに

限る。）の数

に２８，００

０円を乗じて

得た額を加算

した額 

１５ 法第８６条の５第１項の規定に基づ

く１の敷地とみなすこと等の認定又は許可

の取消し申請 

１件につ

き 

６，４８０円

に現に存する

建築物の数に

１２，０００

円を乗じて得

た額を加算し

た額 

１６ 建築基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号。以下この表において「政令」

という。）第１３７条の１２第６項の規定

に基づく建築物の敷地と道路との関係に関

する制限の適用除外となる大規模の修繕又

は大規模の模様替の認定申請 

１件につ

き 

２７，３００

円 

１７ 政令第１３７条の１２第７項の規定

に基づく建築物の道路内の建築制限の適用

除外となる大規模の修繕又は大規模の模様

替の認定申請 

１件につ

き 

２７，３００

円 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）をいう。 

２ この表の１の部の床面積の合計は、次のアからエまでに掲げる

場合の区分に応じ、当該アからエまでに定める面積について算定
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する。 

ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合及び移転する場合

を除く。） 当該建築に係る部分の床面積 

イ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する

場合（移転する場合を除く。） 当該計画の変更に係る部分の

床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増

加する部分の床面積） 

ウ 建築物を移転し、その大規模の修繕又は大規模の模様替を

する場合（エに掲げる場合を除く。） 当該移転、修繕又は模

様替に係る部分の床面積の２分の１ 

エ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、

その大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合 当該計画の

変更に係る部分の床面積の２分の１ 

３ この表の２の部の床面積の合計は、構造計算適合性判定を要す

る建築物ごとに構造計算適合性判定を行う部分の床面積について

算定する。 

４ この表の４の部の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移

転した場合を除く。）にあっては、当該建築に係る部分の床面積

について算定し、建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しく

は大規模の模様替をした場合にあっては、当該移転、修繕又は模

様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２条の規

定は、令和７年７月１日から施行する。 
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大田市手数料条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う、建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という。）、建築基準法（以下「法」という。）及び建築基準法施

行令の一部改正と、都市の低炭素化の促進に関する法律における建

築物のエネルギー消費性能の算定に係る運用についての技術的助言

で新たな評価方法が追加されたこと等により、建築確認申請手数料

等に関し、所要の改正を行う。 

あわせて、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律の一部施行に伴い、法の一

部が改正されたことで、計画通知（法第１８条）に係る審査を民間

の指定確認検査機関が行うことも可能となったことから、市場の均

衡を図るため、計画通知に係る審査手数料を新たに設ける。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 建築確認、完了検査等の申請手数料について、手数料区分の見

直し 

 

種類 区分 現行 改正後 

確認申請、中間検査

、完了検査等 

床 面 積

の合計 

２００㎡を超え

５００㎡以内 

２００㎡を超え

３００㎡以内 

構造計算プ

ログラム 

大 臣 認

定 

５００㎡以内の

もの 

３００㎡以内の

もの 

大 臣 認

定以外 

５００㎡以内の

もの 

３００㎡以内の

もの 
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長期優良住宅建築等

計画の認定申請 

５００㎡以内の

もの 

３００㎡以内の

もの 

（別表第４、別表第４の２） 

 

⑵ 審査及び検査手数料の新設 

・都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料の新設 

・建築物省エネ法による建築物エネルギー消費性能基準への適合

に係る審査及び検査手数料の新設 

 

都市の低炭素化の促進に関する法律関係 

種類 計算方法 区分 金額 

計 画 の

認定 

一 戸 建

て の 住

宅 

誘導仕様・

計算併用法

基準 

２００平方メ

ートル未満 

２６，０００円 

（５，０００円） 

２００平方メ

ートル以上 

２８，０００円 

（５，０００円） 

非 住 宅

、 共 同

住 宅 等

又 は 複

合 建 築

物 

住宅部分は

誘導仕様・

計算併用法

基準 

３００平方メ

ートル未満 

５０，０００円 

（１０，０００円

） 

３００平方メ

ートル 

８５，０００円 

（２０，０００円

） 

計 画 の

変 更 の

認 定 （

変 更 に

係 る 部

分 の 床

面 積 ご

一 戸 建

て の 住

宅 

誘導仕様・

計算併用法

基準 

２００平方メ

ートル未満 

１３，０００円 

（３，０００円） 

２００平方メ

ートル以上 

１４，０００円 

（３，０００円） 

非 住 宅

、 共 同

住 宅 等

住宅部分は

誘導仕様・

計算併用法

３００平方メ

ートル未満 

５０，０００円 

（１０，０００円

） 
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と） 又 は 複

合 建 築

物 

基準 ３００平方メ

ートル 

８５，０００円 

（２０，０００円

） 

（）内の金額は住宅基準適合証等の提出がある場合 

 

建築物省エネ法関係 

種類 計算方法 区分 

（部分ごとの床

面積） 

金額 

非住宅・工場

等部分を有す

る建築物、共

同住宅等又は

複合建築物の

適合性判定、

計画の変更の

適合性判定及

び軽微な変更

による書面の

交付 

非 住

宅 部

分 

モデル建

物法基準 

３００平方メー

トル未満 

８６，０００

円 

３００平方メー

トル 

１０８，００

０円 

工 場

等 部

分 

３００平方メー

トル未満 

１９，０００

円 

３００平方メー

トル 

２６，０００

円 

住 宅

部分 

標準計算

基準 

３００平方メー

トル未満 

６７，０００

円 

３００平方メー

トル 

１１４，００

０円 

仕様基準 ３００平方メー

トル未満 

３２，０００

円 

３００平方メー

トル 

５６，０００

円 
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仕様・計

算併用法

基準 

３００平方メー

トル未満 

５０，０００

円 

３００平方メー

トル 

８５，０００

円 

一戸建ての住宅の適

合性判定、計画の変

更の適合性判定及び

軽微な変更による書

面の交付 

標準計算

基準 

２００平方メー

トル未満 

３４，０００

円 

２００平方メー

トル以上 

３７，０００

円 

仕様基準 ２００平方メー

トル未満 

１８，０００

円 

２００平方メー

トル以上 

１９，０００

円 

仕様・計

算併用法

基準 

２００平方メー

トル未満 

２５，０００

円 

２００平方メー

トル以上 

２８，０００

円 

非住宅・工場

等部分を有す

る建築物、共

同住宅等又は

複合建築物の

向上計画の認

定及び向上計

画の変更の認

定 

住 宅

部分 

誘導仕様

・計算併

用法基準 

３００平方メー

トル未満 

５０，０００

円（１０，０

００円） 

３００平方メー

トル 

８５，０００

円（２０，０

００円） 
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一戸建ての住宅の向

上計画の認定 

誘導仕様

・計算併

用法基準 

２００平方メー

トル未満 

２５，０００

円 

（５，０００

円） 

２００平方メー

トル以上 

２８，０００

円 

（５，０００

円） 

一戸建ての住宅の向

上計画の変更の認定 

２００平方メー

トル未満 

１３，０００

円 

（３，０００

円） 

２００平方メー

トル以上 

１４，０００

円 

（３，０００

円） 

（）内の金額は住宅基準適合証等の提出がある場合 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則関係  

種類 区分 

（部分の床面積） 

金額 

適 合 判 定

通 知 書 の

交 付 を 受

け た も の

一 戸 建

て の 住

宅 

２００平方メートル未満 １３，０００

円 

２００平方メートル以上 １４，０００

円 
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と み な さ

れ る 建 築

物 の 確 認

、審査 

共 同 住

宅等 

住 宅

部分 

３００平方メートル

未満のもの 

２３，０００

円 

３００平方メートル

のもの 

３６，０００

円 

適 合 判 定

通 知 書 の

交 付 を 受

け た も の

と み な さ

れ る 建 築

物 の 完 了

検査 

一 戸 建

て の 住

宅 

２００平方メートル未満 ５，０００円 

共 同 住

宅等 

住 宅

部分 

３００平方メートル

未満のもの 

１０，０００

円 

３００平方メートル

のもの 

２０，０００

円 

非 住 宅

部 分 を

有 す る

建築物 

非 住

宅 部

分 

３００平方メートル

未満のもの 

１０，０００

円 

３００平方メートル

のもの 

１６，０００

円 

複 合 建

築物 

種類ごとに合算した金額 

（別表第４の３、別表第４の４、別表第４の５） 

 

⑶ 計画通知に係る審査手数料等の新設 

・法第１８条第３項に基づく審査手数料、同条第２１項に基づく

検査手数料、同条第２９項に基づく中間検査手数料及び同条第

３８項に基づく仮使用認定 

・法第７条の３第１項の規定に基づく中間検査手数料及び法第７

条の６第１項の規定に基づく仮使用認定 
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種類 区分 金額 

審査 ３０㎡以内 ５，０３０円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ９，０５０円 

１００㎡を超え２００㎡以内 １４，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 １９，０００円 

昇降機の設置 ９，０３０円加算 

計画の変更による昇降機の設

置 

５，０３０円加算 

構 造 計

算 プ ロ

グラム 

大臣認定 １６１，０００円加算 

大臣認定以外 ２１３，０００円加算 

建 築 設

備 の 審

査 

設置 ９，０３０円 

計画の変更による設置 ５，０３０円 

完 了 検

査 

３０㎡以内 １０，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 １２，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 １６，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ２２，０００円 

完 了 検

査 （ 中

間 検 査

を 受 け

た も の

） 

３０㎡以内 ９，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 １１，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 １５，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ２１，０００円 

昇降機の設置を含む場合 １３，０００円 

中 間 検

査 

３０㎡以内 ９，０３０円 

３０㎡を超え１００㎡以内 １１，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 １５，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ２０，０００円 
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建 築 設

備 の 完

了検査 

 １３，０００円 

工 作 物

の審査 

築造 ８，０５０円 

計画の変更による築造 ４，０２０円 

工 作 物

の 完 了

検査 

 ９，０５０円 

仮 使 用

認定 

 １２０，０００円 

（別表第４） 

 

 ⑷ 建築確認、完了検査等の申請手数料について、額の引上げ 

・法改正に伴い実情を踏まえた審査時間とする必要があること

から、国から示された資料を参考に審査時間を算定し、当該申

請手数料について額の引き上げ等を行う。 

 

種類 区分 金額 

確 認 申

請 、 審

査 

３０㎡以内 ８，６００円 

（５，０３０円） 

３０㎡を超え１００㎡以内 １５，６００円 

（９，０５０円） 

１００㎡を超え２００㎡以内 ２４，７００円 

（１４，０００円） 

２００㎡を超え３００㎡以内 ２６，９００円 

（１９，０００円） 

昇降機の設置 ２３，４００円加算 

（９，０３０円加算） 
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計画の変更による昇降機の設

置 

１４，４００円加算 

（５，０３０円加算） 

建 築 設

備 の 確

認 申 請

、審査 

設置 ２３，４００円 

（９，０３０円） 

計画の変更による設置 １４，３００円 

（５，０３０円） 

完 了 検

査 

３０㎡以内 １４，０００円 

（１０，０００円） 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２１，０００円 

（１２，０００円） 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３２，０００円 

（１６，０００円） 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４１，０００円 

（２２，０００円） 

完 了 検

査 （ 中

間 検 査

を 受 け

た も の

） 

３０㎡以内 １３，０００円 

（９，０００円） 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２０，０００円 

（１１，０００円） 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３０，０００円 

（１５，０００円） 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４０，０００円 

（２１，０００円） 

昇降機の設置を含む場合 ３７，０００円加算 

（１３，０００円加算） 

中 間 検

査 

３０㎡以内 １２，９００円 

（９，０３０円） 

３０㎡を超え１００㎡以内 １９，６００円 

（１１，０００円） 
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１００㎡を超え２００㎡以内 ２９，７００円 

（１５，０００円） 

２００㎡を超え３００㎡以内 ３８，５００円 

（２０，０００円） 

建 築 設

備 の 完

了検査 

 ３７，０００円 

（１３，０００円） 

工 作 物

の 確 認

、審査 

築造 １７，７００円 

（８，０５０円） 

計画の変更による築造 １１，１００円 

（４，０２０円） 

工 作 物

の 完 了

検査 

 ３０，０００円 

（９，０５０円） 

（）内は現行の額 

（別表第４） 

３ 施行期日 

令和７年４月１日から施行する。ただし、２⑷は、令和７年７月

１日から施行する。 
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議案第３９３号 

 

 

大田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基

準等を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等 

 

を定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものと 

 

する。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基 

準等を定める条例の一部を改正する条例 

大田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等

を定める条例（平成２４年大田市条例第４５号）の一部を次のように

改正する。 

第３条及び第４条を次のように改める。 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が

有すべき資格は、次のとおりとする。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学

を除く。以下同じ。）又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）

による大学において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて

卒業した後、１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者 

⑵ 学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工

学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業

した後、２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者                      

⑶ 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程

を含む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年

勅令第６１号）による専門学校（次号において「短期大学等」と

いう。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業し

た後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。

次号において同じ。）、２年６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

⑷ 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

⑸ 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学

校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校（次号において
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「高等学校等」という。）において土木科又はこれに相当する課

程を修めて卒業した後、３年６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

⑹ 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した後、４年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

⑺ ５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者 

⑻ 第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学

院研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課

程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水

道工学に関する専攻を修了した後、第１号の卒業者にあっては１

年以上、第２号の卒業者にあっては１年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有するもの 

⑼ 外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に

相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得

する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する

最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者 

⑽ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定によ

る第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として

上水道及び工業用水道を選択した者に限る。）であって、６月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

⑾ 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３７条第１項

及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級の技術検定に合

格した者であって、１年６月以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有するもの 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が

有すべき資格は、次のとおりとする。 

⑴ 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工
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学科若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した

後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了し

後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者については１年６

月以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専

門職大学の前期課程にあっては、修了した者）については２年６

月以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者については３年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑵ 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において工学、

理学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程

（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）

を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程に

あっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した

者については２年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者

（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）に

ついては３年以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者につ

いては４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者 

⑶ ５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑷ 前条第１号、第３号及び第５号に規定する学校において、工学、

理学、農学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する

課程以外の課程を修めて卒業した（当該課程を修めて学校教育法

に基づく専門職大学の前期課程（以下この号において「専門職大

学前期課程」という。）を修了した場合を含む。）後、同条第１

号に規定する学校の卒業者については２年６月以上、同条第３号

に規定する学校の卒業者（専門職大学前期課程の修了者を含む。

次号において同じ。）については３年６月以上、同条第５号に規

定する学校の卒業者については４年６月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者 

⑸ 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又

は前号に規定する課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規

定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、それ

-172-



ぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑹ 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者 

⑺ 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道

部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択

した者に限る。）であって、６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有するもの 

⑻ 建設業法施行令第３７条第１項及び第２項の規定による土木施

工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、１年６月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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大田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基

準等を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正

を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準のうち水道に関 

する技術上の実務に従事した必要経験年数等の改正 

 

（布設工事監督者） 

現 行 改正後 

号 対象者 

水道に関

する技術

上の実務

に従事し

た必要経

験年数 

号 対象者 

水道に関

する技術

上の実務

に従事し

た必要経

験年数 

1 

大学（短期大学を除く。以

下同じ。）の土木工学科又

はこれに相当する課程にお

いて衛生工学又は水道工学

に関する学科目を修めて卒

業した者 

２年以上 1 

大学（短期大学を除く。以

下同じ。）の土木工学科又

はこれに相当する課程を修

めて卒業した者 

１年６月

以上 

2 

大学の土木工学科又はこれ

に相当する課程において衛

生工学及び水道工学に関す

る学科目以外の学科目を修

めて卒業した者 

３年以上 2 

大学において機械工学科若

しくは電気工学科又はこれ

らに相当する課程を修めて

卒業した者 

２年以上 
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3 

短期大学（専門職大学の前

期課程を含む。）又は高等

専門学校において土木科又

はこれに相当する課程を修

めて卒業した者 

５年以上 

3 

短期大学（専門職大学の前

期課程を含む。）又は高等

専門学校において土木科又

はこれに相当する課程を修

めて卒業した者 

２年６月

以上 

4 

短期大学等において機械科

若しくは電気科又はこれら

に相当する課程を修めて卒

業した者 

３年以上 

4 

高等学校又は中等教育学校

において土木科又はこれに

相当する課程を修めて卒業

した者 

７年以上 

5 

高等学校又は中等教育学校

（次号において「高等学校

等」という。）において土

木科又はこれに相当する課

程を修めて卒業した者 

３年６月

以上 

6 

高等学校等において機械科

若しくは電気科又はこれら

に相当する課程を修めて卒

業した者 

４年以上 

5 
（いずれにも該当しない

者） 

１０年以

上 
7 

（いずれにも該当しない

者） 
５年以上 

6 

大学の土木工学科又はこれ

に相当する課程において衛

生工学又は水道工学に関す

る学科目を修めて卒業した

者で、大学院研究科におい

て１年以上衛生工学若しく

は水道工学に関する課程を

専攻した者、又は大学の専

攻科において衛生工学若し

１年以上 8 

大学の土木工学科又はこれ

に相当する課程を修めて卒

業した者で、大学院研究科

において１年以上衛生工学

若しくは水道工学に関する

課程を専攻した者、又は大

学の専攻科において衛生工

学若しくは水道工学に関す

る専攻を修了した者 

１年以上 

-175-



くは水道工学に関する専攻

を修了した者 

大学の土木工学科又はこれ

に相当する課程において衛

生工学及び水道工学に関す

る学科目以外の学科目を修

めて卒業した者で、大学院

研究科において１年以上衛

生工学若しくは水道工学に

関する課程を専攻した者、

又は大学の専攻科において

衛生工学若しくは水道工学

に関する専攻を修了した者 

２年以上 

大学において機械工学科若

しくは電気工学科又はこれ

らに相当する課程を修めて

卒業した者で、大学院研究

科において１年以上衛生工

学若しくは水道工学に関す

る課程を専攻した後、又は

大学の専攻科において衛生

工学若しくは水道工学に関

する専攻を修了した者 

１年６月

以上 

7 

外国の学校において、第１

号若しくは第２号に規定す

る課程及び学科目又は第３

号若しくは第４号に規定す

る課程に相当する課程又は

学科目を、それぞれ当該各

号に規定する学校において

修得する程度と同等以上に

修得した者 

当該各号

に規定す

る最低経

験年数以

上 

9 

外国の学校において、第１

号から第６号までに規定す

る課程に相当する課程を、

それぞれ当該各号に規定す

る学校において修得する程

度と同等以上に修得した者 

当該各号

に規定す

る最低経

験年数以

上 

8 

技術士法第４条第１項の規

定による第二次試験のうち

上下水道部門に合格した者

（選択科目として上水道及

１年以上 10 

技術士法の規定による第２

次試験のうち上下水道部門

に合格した者（選択科目と

して上水道及び工業用水道

を選択した者に限る。） 

６月以上 
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び工業用水道を選択したも

のに限る。） 

      11 

 建設業法施行令の規定に

よる土木施工管理に係る１

級の技術検定に合格した者  

１年６月

以上 

（第３条） 

（水道技術管理者） 

現 行 改正後 

号 対象者 

水道に関

する技術

上の実務

に従事し

た経験年

数 

号 対象者 

水道に関

する技術

上の実務

に従事し

た経験年

数 

1 
水道の布設工事監督者た

る資格を有する者 
    廃止   

2 

大学において土木工学以

外の工学、理学、農学、

医学若しくは薬学に関す

る学科目又はこれらに相

当する学科目を修めて卒

業した者 

４年以上 

1 

大学において土木工学科

若しくは土木科又はこれ

らに相当する課程を修め

て卒業した者 

１年６月

以上 

短期大学（専門職大学の

前期課程を含む。）又は

高等専門学校において土

木工学以外の工学、理

学、農学、医学若しくは

薬学に関する学科目又は

これらに相当する学科目

６年以上 

短期大学（専門職大学の

前期課程を含む。）又は

高等専門学校（次号にお

いて「短期大学等」とい

う。）において土木工学

科若しくは土木科又はこ

２年６月

以上 
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を修めて卒業した者（専

門職大学の前期課程にあ

っては、修了した者） 

れらに相当する課程を修

めて卒業した者 

高等学校又は中等教育学

校において土木工学以外

の工学、理学、農学、医

学若しくは薬学に関する

学科目又はこれらに相当

する学科目を修めて卒業

した者 

８年以上 

高等学校又は中等教育学

校による中等学校におい

て土木工学科若しくは土

木科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した

者 

３年６月

以上 

      

2 

大学（短期大学を除

く。）において工学、理

学、農学、医学若しくは

薬学の課程又はこれらに

相当する課程（土木工学

科及び土木科並びにこれ

らに相当する課程を除

く。）を修めて卒業した

者 

２年以上 

      

短期大学（専門職大学の

前期課程を含む。）又は

高等専門学校において工

学、理学、農学、医学若

しくは薬学の課程又はこ

れらに相当する課程（土

木工学科及び土木科並び

にこれらに相当する課程

を除く。）を修めて卒業

３年以上 
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した者。（専門職大学の

前期課程にあっては、修

了した者。） 

      

高等学校又は中等教育学

校において工学、理学、

農学、医学若しくは薬学

の課程又はこれらに相当

する課程（土木工学科及

び土木科並びにこれらに

相当する課程を除く。）

を修めて卒業した者 

４年以上 

3 
（いずれにも該当しない

者） 

１０年以

上 
3 

（いずれにも該当しない

者） 
５年以上 

4 

大学において工学、理

学、農学、医学及び薬学

に関する学科目並びにこ

れらに相当する学科目以

外の学科目を修めて卒業

した者 

５年以上 

4 

大学において工学、理

学、農学、医学及び薬学

に関する課程並びにこれ

らに相当する課程以外の

課程を修めて卒業した者 

２年６月

以上 

短期大学（専門職大学の

前期課程を含む。）又は

高等専門学校において工

学、理学、農学、医学及

び薬学に関する学科目並

びにこれらに相当する学

科目以外の学科目を修め

て卒業した者（専門職大

学の前期課程にあって

は、修了した者） 

７年以上 

短期大学（専門職大学の

前期課程を含む。）又は

高等専門学校において工

学、理学、農学、医学及

び薬学に関する課程並び

にこれらに相当する課程

以外の課程を修めて卒業

した者（専門職大学の前

期課程を修了した場合を

含む。） 

３年６月

以上 
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高等学校又は中等教育学

校において工学、理学、

農学、医学及び薬学に関

する学科目並びにこれら

に相当する学科目以外の

学科目を修めて卒業した

者 

９年以上 

高等学校又は中等教育学

校において工学、理学、

農学、医学及び薬学に関

する課程並びにこれらに

相当する課程以外の課程

を修めて卒業した者 

４年６月

以上 

5 

外国の学校において、第

２号に規定する学科目又

は前号に規定する学科目

に相当する学科目を、そ

れぞれ当該各号に規定す

る学校において修得する

程度と同等以上に修得し

た者 

当該各号

の卒業者

（学校教

育法によ

る専門職

大学の前

期課程の

修了者を

含む。）

ごとに規

定する最

低経験年

数以上 

5 

外国の学校において、第

１号若しくは第２号に規

定する課程又は前号に規

定する課程に相当する課

程を、それぞれ当該各号

に規定する学校において

修得する程度と同等以上

に修得した者 

当該各号

の卒業者

ごとに規

定する最

低経験年

数以上 

6 

厚生労働大臣の登録を受

けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修

了した者 

  6 

国土交通大臣及び環境大

臣の登録を受けた者が行

う水道の管理に関する講

習の課程を修了した者 

  

      7 

 技術士法の規定による

第２次試験のうち上下水

道部門に合格した者（選

択科目として上水道及び

工業用水道を選択した者

に限る。）  

６月以上 
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      8 

建設業法施行令の規定に

よる土木施工管理に係る

１級の技術検定に合格し

た者 

１年６月

以上 

（第４条） 

 

３ 施行期日 

 令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３９４号 

 

 

大田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定

について 

 

 

大田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を、別紙 

 

のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

大田市消防団員等公務災害補償条例（平成１７年大田市条例第２２

６号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改め、

同号ただし書中「１４，２００円」を「１４，５００円」に改め、同

条第３項中「又は第３号から第６号までのいずれか」を削り、「２１

７円」を「１００円」に、「３３３円」を「３８３円を、第３号から

第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき２１

７円」に改め、同条第４項中「（以下この項において「特定期間」と

いう。）」を削り、「特定期間に」を「当該期間に」に改める。 

別表中「１２，５００円」を「１２，９００円」に、「１３，３５

０円」を「１３，７００円」に、「１４，２００円」を「１４，５０

０円」に、「１０，８００円」を「１１，３００円」に、「１１，６

５０円」を「１２，１００円」に、「９，１００円」を「９，７００

円」に、「９，９５０円」を「１０，５００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市消防団員等公務災害補償条例第５

条第２項及び第３項並びに別表の規定は、この条例の施行の日以後

に支給すべき事由の生じた大田市消防団員等公務災害補償条例第５

条第１項に規定する損害補償（以下「損害補償」という。）並びに

同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４

条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補

償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償

年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生

じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき

事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお

従前の例による。 
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大田市消防団員等公務災害補償条例の一部改正に関する 

説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正

に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 消防作業従事者等の補償基礎額の最低額を９,１００円から 

９,７００円に、最高額を１４,２００円から１４,５００円に引

き上げる。 

（第５条第２項） 

 

⑵ 消防団員の補償基礎額を引き上げる。 

（単位：円） 

階 級 

勤 務 年 数 

10 年未満 
10 年以上 

20 年未満 
20 年以上 

団長及び 

副団長 

12,900 

（12,500） 

13,700 

（13,350） 

14,500 

（14,200） 

分団長及び 

副分団長 

11,300 

（10,800） 

12,100 

（11,650） 

12,900 

（12,500） 

部長、班長 

及び団員 

9,700 

（9,100） 

10,500 

（9,950） 

11,300 

（10,800） 

※（ ）内書は現行の補償基礎額 

（別表） 
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⑶ 扶養に係る補償基礎額の加算額を改定する。 

区分 加算額 

第１号 

配偶者(婚姻の届出をしてい

ないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。) 

１００円 

（２１７円） 

第２号 
22歳に達する日以後の最初の

3 月 31 日までの間にある子 

３８３円 

（３３３円） 

第３号 
22歳に達する日以後の最初の

3 月 31 日までの間にある孫 
２１７円 

第４号 60 歳以上の父母及び祖父母 ２１７円 

第５号 
22歳に達する日以後の最初の

3 月 31 日までの間にある弟妹 
２１７円 

第６号 重度心身障害者 ２１７円 

※（ ）内書は現行の加算額 

（第５条第３項） 

 

３ 施行期日等 

 ⑴  令和７年４月１日から施行する。 

 ⑵ 施行日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等

を除く。）及び施行日前の期間に係る傷病補償年金等について

は、なお従前の例による。 
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議案第３９５号 

 

 

大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部 

 

を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部を改正する条例 

大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平成

１７年大田市条例第２２７号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

 退職報償金支給額表 

階級 勤務年数 

5年以

上10年

未満 

10年以

上15年

未満 

15年以

上20年

未満 

20年以

上25年

未満 

25年以

上30年

未満 

30年以

上35年

未満 

35年以

上 

団長 239,00

0円 

344,00

0円 

459,00

0円 

594,00

0円 

779,00

0円 

979,00

0円 

1,079,

000円 

副団

長 

229,00

0円 

329,00

0円 

429,00

0円 

534,00

0円 

709,00

0円 

909,00

0円 

1,009,

000円 

分団

長 

219,00

0円 

318,00

0円 

413,00

0円 

513,00

0円 

659,00

0円 

849,00

0円 

949,00

0円 

副分

団長 

214,00

0円 

303,00

0円 

388,00

0円 

478,00

0円 

624,00

0円 

809,00

0円 

909,00

0円 

部長

及び

班長 

204,00

0円 

283,00

0円 

358,00

0円 

438,00

0円 

564,00

0円 

734,00

0円 

834,00

0円 

団員 200,00

0円 

264,00

0円 

334,00

0円 

409,00

0円 

519,00

0円 

689,00

0円 

789,00

0円 

附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の大田市非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職し

た非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団
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員については、なお従前の例による。 
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大田市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部

改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

消防団員退職報償金の勤務年数区分に、新たに「３５年以上」区

分を追加する。 

階級 勤務年数 

5 年以

上 10年

未満 

10 年以

上 15年

未満 

15 年以

上 20年

未満 

20 年以

上 25年

未満 

25 年以

上 30年

未満 

30 年以

上 35年

未満 

35 年以

上 

団長 239,00

0 円 

344,00

0 円 

459,00

0 円 

594,00

0 円 

779,00

0 円 

979,00

0 円 

1,079,

000 円 

副団

長 

229,00

0 円 

329,00

0 円 

429,00

0 円 

534,00

0 円 

709,00

0 円 

909,00

0 円 

1,009,

000 円 

分団

長 

219,00

0 円 

318,00

0 円 

413,00

0 円 

513,00

0 円 

659,00

0 円 

849,00

0 円 

949,00

0 円 

副分

団長 

214,00

0 円 

303,00

0 円 

388,00

0 円 

478,00

0 円 

624,00

0 円 

809,00

0 円 

909,00

0 円 

部長

及び

班長 

204,00

0 円 

283,00

0 円 

358,00

0 円 

438,00

0 円 

564,00

0 円 

734,00

0 円 

834,00

0 円 

団員 200,00

0 円 

264,00

0 円 

334,00

0 円 

409,00

0 円 

519,00

0 円 

689,00

0 円 

789,00

0 円 

（別表） 
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３ 施行期日等 

⑴ 令和７年４月１日から施行する。 

⑵ 施行日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例

による。 
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議案第３９６号 

 

 

大田市立図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例制定について 

 

 

大田市立図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市立図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

大田市立図書館の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市条

例第９３号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表温泉津図書館の項を削る。 

第４条第６号中「公民館」を「大田市まちづくりセンター」に改め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、

令和７年７月１日から施行する。 
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大田市立図書館の設置及び管理に関する条例の一部改正に関す

る説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

大田市公共施設適正化計画及び第４次大田市行財政改革推進大綱

などに基づき、施設の適正化や人員の適正配置について取り組みを

行ってきた。この取り組みの中で、大田市立図書館の今後の在り方、

方向性について検討を行った結果、温泉津図書館を閉館することと

なったため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

 ⑴ 図書館の名称及び位置の表から、温泉津図書館の項を削る。 

（第２条） 

 

⑵ 「公民館」を「大田市まちづくりセンター」に改める。 

（第４条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。ただし、２⑴については、令和７年７月

１日から施行する。 
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議案第３９７号 

 

 

大田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

を改正する条例制定について 

 

 

大田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改 

 

正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

を改正する条例 

大田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２６

年大田市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第

５号までを１号ずつ繰り上げる。 

第９条第２号中「配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。同条において同じ。）」を加える。 

第１１条第２項中「国家公務員、他の地方公共団体の公務員その他

管理者が定める者から引き続き給料表の適用を受ける職員となり、こ

れ」を「新たに給料表の適用を受ける職員となったこと」に改め、「

（任用の事情等を考慮して管理者が定める職員に限る。）」を削る。 

第１８条第２項中「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１

０時から翌日の」に改め、「の間」の次に「（週休日等に含まれる時

間を除く。）」を加え、「勤務した」を「勤務をした」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第７条第２

項の改正規定は、令和８年４月１日から施行する。 
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大田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

人事院勧告及び一般職の職員の給与に関する法律の改正を踏まえ、

所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

 ⑴ 扶養手当 

   配偶者を扶養手当の支給対象となる扶養親族から除く。 

（第７条） 

 

⑵ 住居手当 

  住居手当の支給対象として定める「配偶者」に、届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を加え、その者が居住す

る住宅の家賃を支払っている場合も対象とする。 

（第９条） 

 

⑶ 単身赴任手当 

採用時において、単身赴任を余儀なくされる職員に対して手当

を支給することができるよう、支給対象を拡大する。 

（第１１条） 

 

 ⑷ 管理職員特別勤務手当 

   管理職員が災害対応や緊急の必要により、正規の勤務時間以外

の時間に勤務をした場合において、勤務実態に応じた適切な処

遇を確保するため、平日深夜に係る支給対象の時間帯を拡大す

る。 
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 現行 改定後 

時間帯 午前０時から午前５時

まで 

午後１０時から翌日の午前

５時まで 

（第１８条） 

 

３ 施行期日 

 

令和７年４月１日から施行する。ただし、２⑴については、令和

８年４月１日から施行する。 
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議案第３９８号 

 

 

大田市農機具保管施設の設置及び管理に関する条例を廃止する

条例制定について 

 

 

大田市農機具保管施設の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

 

を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市農機具保管施設の設置及び管理に関する条例を廃止する

条例 

大田市農機具保管施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年大

田市条例第１６１号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

-199-



大田市農機具保管施設の設置及び管理に関する条例の廃止に関

する説明資料 

 

 

１ 廃止の理由 

 

管理すべき農機具保管施設がなくなることから、条例を廃止する

もの。 

名称 位置 廃止理由 

町西下農機具格納庫 
三瓶町池田 

１８２１番地２ 
指定管理の期間が満了 

 

２ 施行期日 

 

令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３９９号 

 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について  

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関  

 

する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第１項の規定により、次  

 

の辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定すること  

 

について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

 

辺地名 

  

才坂辺地 

 大家辺地
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（参考資料） 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等

に関する法律（抜粋） 

 

（総合整備計画の策定等） 

第３条 この法律によつて公共的施設の整備をしようとする市町村は、

当該市町村の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の総合的

な整備に関する財政上の計画（以下「総合整備計画」という。）を

定めることができる。 

２～８ 略 
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  28,000 

 
     0 

      
28,000 

 
    28,000 

  28,000      0 28,000     28,000 
 

 

67,000  
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総 合 整 備 計 画 書  

                      島根県大田市大代町大家辺地 

                      （辺地の人口 61人、面積 3.9k㎡） 

１ 辺地の概況 

（1）辺地を構成する町又は字の名称      大田市大代町大家 川上、柿田、椿 

（2）地域の中心の位置            大田市大代町大家 1704番地 

（3）辺地度点数               １４４点 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

 当地域は、大田市の中心部から南西へ約 20ｋｍに位置しており、周囲を山に囲まれた山間地域

の町で、主要地方道大田桜江線、仁摩邑南線等によって市の中心部と結ばれている。地域内には

農地及び民家が点在しているが、大半は山間地に小規模集落が形成されており、稲作等の農業を

主産業とする農山村地域である。 

市街地から遠距離に位置すること、また農林業を取り巻く厳しい環境とあいまって、当地域に

おいても若者を中心とした人口の流出が進み、併せて高齢化が進行している。 

このような状況の中、中山間地域における集落機能の維持・確保は、当市における大きな課題

となっている。今回、整備を計画している「大代川上線」は、令和２年度より継続して整備を行

っており、引き続き、災害などの緊急時における当地域の主要な避難経路でもある重要路線であ

るため、当地域に暮らす住民の安全・安心の確保や通勤等日常生活の利便性向上のため整備を行

うものである。 

３ 公共的施設の整備計画 

令和７年度から令和１１年度までの５年間 
（単位:千円） 

          区分 

 施設名      事業主体 
 事 業 費 

財 源 内 訳 
 

一般財源の内辺地

対策事業債予定額 特定財源 一般財源 

道 路 

市道大代川上線 

 

 

大田市 

 

   75,000 

 

     0 

      

75,000 

 

    75,000 

合        計    75,000      0 75,000     75,000 

 

【参考】これまでの整備事業費 

    令和２年度～令和６年度   76,600 千円 

 

-205-



-206-



議案第４００号 

 

 

市道路線の変更について 

 

別紙のとおり、市道路線を変更することについて、道路法（昭和２ 

 

７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、議会の議決を求 

 

める。 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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（参考資料） 

 

道路法（抜粋） 

 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路

で、市町村長がその路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合におい

ては、あらかじめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 

３～５ 略 

 

（路線の廃止又は変更） 

第１０条 都道府県知事又は市町村長は、都道府県道又は市町村道に

ついて、一般交通の用に供する必要がなくなつたと認める場合にお

いては、当該路線の全部又は一部を廃止することができる。路線が

重複する場合においても、同様とする。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、路線の全部又は一部を廃止し、こ

れに代わるべき路線を認定しようとする場合においては、これらの

手続に代えて、路線を変更することができる。 

３ 第７条第２項から第８項まで及び前条の規定は前２項の規定によ

る都道府県道の路線の廃止又は変更について、第８条第２項から第

５項まで及び前条の規定は前２項の規定による市町村道の路線の廃

止又は変更について、それぞれ準用する。 
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路線 から 幅

番号 まで 員

起点 9.00

終点 3.50

起点 9.00

終点 3.50

起点 4.30

終点 3.40

起点 4.30

終点 3.40

路線

番号

合計(2路線)

Y3015 市国道取付線 国道9号福光交差点改良工事による区域変更

道　路　区　域　の　変　更　理　由

路線名 理由

Y3014 温泉津城福寺線 国道9号福光交差点改良工事による区域変更

合計(2路線)

Y3015 市国道取付線

変
更
前

大田市温泉津町福光イ137番地先
98.90

大田市温泉津町福光イ133番地先

変
更
後

大田市温泉津町福光イ137番地先
150.00

大田市温泉津町福光イ131番1地先

道　路　区　域　の　変　更

路線名 起終点 延長(m)

Y3014 温泉津城福寺線

変
更
前

大田市温泉津町福光イ201番1地先
600.10

大田市温泉津町福光イ164番地先

変
更
後

大田市温泉津町福光イ201番1地先
610.10

大田市温泉津町福光イ131番1地先

最大（ｍ）

最小（ｍ）
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〇全体図

〇拡大図

《凡例》

： 起点

： 変更前終点

： 変更後終点

終点変更図面
Y3014 温泉津城福寺線

Y3015 市国道取付線

Y3014

温泉津城福寺線

Y3015

市国道取付線

国道9号

県道温泉津川本線

国道9号

Y3015

市国道取付線

Y3014

温泉津城福寺線
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※今回変更部分のみ表示

※今回変更部分を含む全体を表示

《凡例》

： 変更後道路区域

区域変更図面

Y3014 温泉津城福寺線

Y3015 市国道取付線
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議案第４０１号 

 

調停の成立について 

 

次のとおり、調停を成立させることについて、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により議会の議決

を求める。 

 

令和７年２月２６日提出 

 

大田市長  楫 野 弘 和 

 

１ 当事者 

⑴ 申立人 

大田市在住個人 

⑵ 相手方 

大田市 

 

２ 事案の概要 

⑴ 大田市立長久小学校の校庭、駐車場を利用する野球スポーツ少

年団等が練習等で使用するボール、物品が申立人の所有地に侵入

することについて、同校の校庭、駐車場を所有・管理する市に侵

入停止を求めて、令和６年７月１６日に出雲簡易裁判所に調停を

申し立てたもの。 

 ⑵ 令和７年１月１６日に出雲簡易裁判所から当市及び申立人に対 

し、調停条項案が提示された。 

 

 

３ 調停条項 

① 申立人と相手方は、大田市立長久小学校（島根県大田市長久町

長久イ７８２所在）の校庭（以下「本件校庭」という。）の野球
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スポーツ少年団（以下「本件使用者」という。）の使用について、

相手方が本件使用者に対して次のとおりの措置を講じることを確

認する。 

⑴ 土曜日及び日曜日は他の施設を使用するなど、本件使用者

からの使用申請に対し、使用を許可しないこと 

⑵ 月曜日から金曜日まで（祝祭日を含む）は、本件使用者が

野球等のボールを使用する場合は、本件使用者からの使用申請

に対し、本件校庭のうち申立人所有地側については使用を許可

しないこと 

   なお、使用を許可する範囲は、相手方がポール等で明示する。 

② 相手方は、本件使用者及びそれ以外の本件校庭の利用者に対し、

野球等のボールを使用する場合は、本件校庭のうちの教室棟側を

利用する旨の看板を設置することとする。 

③ 相手方は、第１項の合意内容が確実に継承されるよう、本件使

用者の代表者に対して１年に１回の割合で書面をもってその内容

を伝えることとする。 

④ 申立人と相手方は、将来、本件校庭の利用によって申立人の所

有地に悪影響が生じたときは、その対応について協議することと

する。 

⑤ 申立人と相手方は、申立人と相手方との間には、本件について、

本調停条項に定めるもののほか、他に何らの債権債務がないこと

を相互に確認する。 

⑥ 調停費用は各自の負担とする。 
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（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔議決事件〕 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけ

ればならない。 

⑴～⑾ 略 

⑿ 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申

立て、訴えの提起（略）、和解（普通地方公共団体の行政庁の処

分又は裁決に係る普通地方公共団体を被告とする訴訟に係るもの

を除く。）、あつせん、調停及び仲裁に関すること。 

（以下略） 
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